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(57)【要約】
【課題】従来よりも観察条件の制限が緩和された誘電泳
動チップを提供する。
【解決手段】誘電泳動パネル１０は、誘電性物質を含む
試料に交流電圧により形成された電界を印加することに
より上記誘電性物質を誘電泳動させる。上記誘電泳動パ
ネル１０は、上記誘電性物質を誘電泳動させる泳動レー
ン３と、上記泳動レーン３と交差する複数の泳動電極６
ａからなり、上記泳動レーン３に注入された試料に電界
を印加するために交流電圧を印加することで上記誘電性
物質を誘電泳動させる泳動電極アレイ６とを備えている
。上記泳動レーン３は、上記泳動レーン３と上記泳動電
極アレイ６とが重畳する領域の少なくとも一部における
上記泳動レーン３の上記泳動電極アレイ６との対向面が
透明であり、かつ、上記泳動電極アレイ６は、上記泳動
レーン３における透明な領域と重畳する部分の泳動電極
６ａの少なくとも一部が透明電極で形成されている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘電性物質を含む試料に交流電圧により形成された電界を印加することにより上記誘電
性物質を誘電泳動させる誘電泳動チップであって、
　上記誘電性物質を誘電泳動させる泳動レーンと、
　上記泳動レーンと交差する複数の電極からなり、上記泳動レーンに注入された試料に電
界を印加するために交流電圧を印加することで上記誘電性物質を誘電泳動させる電極列と
を備え、
　上記泳動レーンは、上記泳動レーンと電極列とが重畳する領域の少なくとも一部におけ
る上記泳動レーンの上記電極列との対向面が透明であり、かつ、上記電極列は、上記泳動
レーンにおける透明な領域と重畳する部分の電極の少なくとも一部が透明電極で形成され
ていることを特徴とする誘電泳動チップ。
【請求項２】
　上記電極列は、上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分以外の部分に金属電
極を備えていることを特徴とする請求項１に記載の誘電泳動チップ。
【請求項３】
　上記電極列において上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分の電極が、透明
電極からなる部分と、金属電極が設けられている部分とを備えていることを特徴とする請
求項１に記載の誘電泳動チップ。
【請求項４】
　上記泳動レーンは、一つの基板上に複数設けられており、かつ、上記電極列における各
電極は、上記複数の泳動レーンに跨がって設けられていることを特徴とする請求項１に記
載の誘電泳動チップ。
【請求項５】
　互いに隣り合う泳動レーン同士で、上記電極列の形状、電極幅、および電極間隔のうち
少なくとも一つの条件が異なっていることを特徴とする請求項４記載の誘電泳動チップ。
【請求項６】
　上記各泳動レーンは互いに離間して設けられ、上記各泳動レーン内と、各泳動レーン同
士の間の領域とでは、上記電極列の形状、電極幅、および電極間隔のうち少なくとも一つ
の条件が異なっていることを特徴とする請求項４記載の誘電泳動チップ。
【請求項７】
　上記泳動レーンは、一対の基板と、上記一対の基板間に設けられた泳動レーン壁とで形
成されており、
　上記泳動レーン壁は、内部に、上記一対の基板間の間隔を保持するスペーサを含有して
いることを特徴とする請求項１記載の誘電泳動チップ。
【請求項８】
　上記泳動レーンは、基板上に、上記泳動レーンに沿って泳動レーン壁が設けられてなり
、上記基板上における上記泳動レーン壁が形成されている領域の少なくとも一部を除く領
域に、上記電極列を覆う保護膜が設けられていることを特徴とする請求項１記載の誘電泳
動チップ。
【請求項９】
　上記泳動レーンは、一対の基板と、上記一対の基板間に設けられた泳動レーン壁とで形
成されており、かつ、上記一対の基板間に、上記泳動レーンに上記試料を注入するための
注入口を有していることを特徴とする請求項１記載の誘電泳動チップ。
【請求項１０】
　上記電極列における各電極の両端部に、各電極に各電極の両端から同一の電圧を入力す
るための入力端子部を有していることを特徴とする請求項１記載の誘電泳動チップ。
【請求項１１】
　請求項１～１０の何れか１項に記載の誘電泳動チップを備えていることを特徴とする誘
電泳動装置。
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【請求項１２】
　請求項１～１０の何れか１項に記載の誘電泳動チップを備えていることを特徴とする誘
電泳動システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生体分子や樹脂ビーズ等の粒子を誘電泳動力によって搬送する誘電泳動チッ
プおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、化学分析システムとして、ラボ・オン・チップ（Lab-on-a-Chip；Laboratory on
 a Chip）やμ-TAS（Micro Total Analysis System）と称される化学分析システムの研究
開発が盛んに行われている。これら化学分析システムは、半導体の微細加工技術により、
掌にのるサイズのマイクロチップ基板を用いて、この１つのマイクロチップ基板（１チッ
プ）上に、ポンプ、バルブ、反応槽、各種センサ等を集積化・小型化したものである。上
記マイクロチップ基板としては、例えば、ガラス基板等が挙げられる。
【０００３】
　これら化学分析システムでは、このマイクロチップ基板上に設けられた微細な流路を流
れる流体中で粒子を搬送、分離、収集することにより各種分析が行われる。これら化学分
析システムは、微量サンプルで測定が可能であり、また、反応時間の短縮、前処理を含め
た測定の自動化、装置の小型化、装置のディスポーザブル化、低コスト、人手の削減等の
利点があり、特に、医療や環境測定の分野においてその利点を最大限に発揮できると考え
られている。これら化学分析システムは、医療分野をはじめとして、食品衛生分野、環境
モニタリング等に広く応用が可能である。
【０００４】
　これら化学分析システムにおける分析対象は、血液を分離することで得られる赤血球、
白血球、リンパ球等の血球成分；大腸菌、リステリア菌等の細菌；ＤＮＡ（デオキシリボ
核酸：deoxyribonucleic acid ; deoxyribose nucleic acid）、タンパク質等の生体分子
；等、幅広い。また、主な用途としては、例えば、これらＤＮＡ、タンパク質、細胞等の
解析（反応・検出・分離・搬送）；化学合成（マイクロプラント）；等が挙げられる。
【０００５】
　このため、これら化学分析システムは、大学病院等の大型の研究機関だけでなく、地域
の診療所や一般の家庭での検査や健康管理ができる手段として注目を集めている。このた
め、このような分析チップには、分析精度の高さに加え、安価で取り扱いが容易であり、
かつ、迅速な分析が可能であることが求められており、現在、実用化を目指して研究が行
われている。
【０００６】
　これまで、マイクロチップ基板上で解析を目的とする試料（例えば、試料溶液（含有粒
子溶液））を操作する手法としては、流路加工およびマイクロポンプ等による圧力制御や
、電気泳動（electrophoresis）、誘電泳動（ＤＥＰ；dielectrophoresis）等の電気的性
質を利用した方式が提案されている。
【０００７】
　特に誘電泳動現象は、流体中での粒子（生体分子含む）の搬送、分離、収集等の駆動力
として、粒子それ自身の電荷に関係なくあらゆる粒子に作用しうる不均一交流電場を利用
しており、粒子の分離・搬送に適している。このため、誘電泳動現象は、対象物（粒子状
物質）の選択操作に適していることから、この誘電泳動現象を利用した化学分析システム
の研究が進められている（例えば特許文献１～５、非特許文献１～４参照）。
【０００８】
　図１８は、誘電泳動現象を利用した従来の粒子搬送装置の概略構成を示す斜視図であり
、図１８は、非平行な電極対を複数配列した粒子搬送装置の概略構成を示している。
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【０００９】
　上記誘電泳動現象を利用した化学分析システムの応用例として、例えば、特許文献１に
は、図１８に示すように、血液試料等のサンプル液を流すための流路１０１の下面に、非
平行な電極対１１１・１１２が複数配列された粒子搬送装置１００が開示されている。上
記粒子搬送装置１００においては、非平行な電極対１１１・１１２によって得られる不均
一電場によって生じる誘電泳動力により粒子の搬送が行われる。
【００１０】
　さらに、上記誘電泳動現象を利用した応用例としては、例えば、電極（泳動電極アレイ
）として櫛型電極を使用した誘電泳動による粒子制御の方法が知られている（例えば特許
文献２～４、非特許文献１～４参照）。
【００１１】
　図１９（ａ）は、櫛型電極を使用して細胞を分離する従来の誘電泳動装置の概略構成を
示す側面図であり、図１９（ｂ）は、図１９（ａ）に示す誘電泳動装置における要部（電
極形成部）の構成を示す平面図である。
【００１２】
　例えば、非特許文献１には、図１９（ａ）・（ｂ）に示すように、ガラス基板２０１上
に設けられた櫛型電極２０２に、交流（ＡＣ）信号発生器２０３により高周波を印加する
ことで、電極チャンバ２０４（流路）内の生細胞と死細胞とを、各々の誘電率の差から生
じる誘電泳動力を利用して分離する技術が開示されている。
【００１３】
　また、特許文献２には、櫛型電極を利用し、電界集中部分となる電極のギャップ部に、
誘電泳動により試料溶液中の微生物（細菌等の生体粒子等）を集中させ、電極間のインピ
ーダンス測定を行うことで該微生物の濃度を測定する技術が開示されている。
【００１４】
　また、図２０は、櫛形電極を使用して細胞を搬送する技術を説明する図である。
【００１５】
　非特許文献２および特許文献３には、図２０に示すように、隣接する電極３０１…に印
加する信号の位相条件によって、泳動媒体中の粒子が、電極３０１面より上方に浮上、搬
送されることが開示されている。
【００１６】
　このように、粒子（細胞等の生体物質を含む）を含む泳動媒体に対して、適当な周波数
および電圧の高周波を印加することで、該粒子を分離、浮上、搬送させる操作技術が知ら
れている。
【００１７】
　誘電泳動とは、印加した電界とそれにより誘起される電気双極子との相互作用により粒
子に力が働く現象であり、より具体的には、不均一交流電場を印加した際に発生する電気
力線場と物質の分極との相互作用により物質が力（誘電泳動力）を受けて移動する現象で
ある。誘電泳動力は、粒子と溶媒の誘電率、印加電圧の周波数等に依存する。誘電泳動（
ＤＥＰ）には、粒子と溶媒の誘電率、さらに印加電圧の周波数により、電界の強い方向へ
と力が働く「正の誘電泳動」（以下、「ｐ－ＤＥＰ」と記す）と、弱い方向へ力が働く「
負の誘電泳動」（以下、「ｎ－ＤＥＰ」と記す）とがある。
【００１８】
　以下に、誘電泳動の原理について説明する。
【００１９】
　溶媒中に懸濁した粒子からなる系に電場を加えると、双極子モーメントが誘起される。
前記したように電場が例えば交流（ＡＣ）である場合、双極子モーメントは同位相および
異位相成分を有するベクトルとして定義される。
【００２０】
　不均一電界中で誘電粒子に作用する誘電泳動力Ｆ（ｔ）の時間平均値は、例えば非特許
文献３に記載されているように、下記式（１）で表わされる。
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【数１】

【００２２】
　なお、式（１）中、各記号は、以下の成分を表す。
Ｆ：不均一電界中で誘電粒子に作用する誘電泳動力Ｆ（ｔ）の時間平均値［Ｎ］、ε０：
真空の誘電率［Ｆ／ｍ］、ｒ：粒子半径［ｍ］、Ｅｒｍｓ：電界［Ｖ／ｍ］の２乗平均平
方根、Ｅｘ０，Ｅｙ０，Ｅｚ０：軸ｘ、ｙ、ｚに沿った各々の電界成分［Ｖ／ｍ］、φｘ

，φｙ，φｚ：各々の電界成分の位相［ｒａｄ］、ｆＣＭ：クラジウス－モソッティ係数
（粒子の誘電率の周波数依存性を表す）、εｐ：粒子の比誘電率、εｍ：溶媒の比誘電率
、ε＊

ｐ：粒子の複素誘電率［Ｆ／ｍ］、ε＊
ｍ：溶媒の複素誘電率［Ｆ／ｍ］、ω：角

周波数［ｒａｄ／ｓ］、σｐ：粒子の導電率［Ω－１・ｍ－１］、σｍ：溶媒の導電率［
Ω－１・ｍ－１］、ｊ：虚数単位、Ｒｅ：複素数の実数部、Ｉｍ：複素数の虚数部、▽：
勾配ベクトル（グラジエント）。
【００２３】
　また、各成分の単位は、以下の通りである。
ε：［Ｆ/ｍ］（比誘電率は単位無し）、Ｆ：［Ｎ］、ｒ：［ｍ］、Ｅ：［Ｖ/ｍ］、ω：
［ｒａｄ/ｓ］、σ：［Ω－１・ｍ－１］、φ：［ｒａｄ］。
【００２４】
　式（１）に示されるように、誘電泳動力は、定常ＤＥＰ（ＤＥＰ）および進行波ＤＥＰ
（Travering-Wave DEP：以下、「ＴＷＤ」と記す）の２つの成分を有する。
【００２５】
　ＤＥＰは電界の大きさの不均一分布に起因して生じる力（電界により誘導された分極の
同位相成分；式（１）の実数部分）である。一方、ＴＷＤは、電界成分の位相の不均一分
布に起因して生じる力（電界により誘導された分極の損失成分；式（１）の虚数部分）で
ある。このように誘電泳動挙動は、電界の大きさの不均一性及び電界の位相の不均一性に
より誘起される。
【００２６】
　電界位相が一定、すなわちＴＷＤ成分がゼロである場合、ＤＥＰのみが作用することと
なる。この結果、式（１）は下記式（２）に示すように簡略化される（定常ＤＥＰ）。
【００２７】

【数２】

【００２８】
　ここで、ΤＭＷはマクスウェル・ワグナー(Maxwell Wagner)の荷電緩和時間であり、次
式（３）に示すように表される。
【００２９】
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【数３】

【００３０】
　ＤＥＰのみを考えた場合、εｐ＝ε*

ｐ、εｍ＝ε*
ｍであり、粒子の比誘電率（εｐ）

が溶媒の比誘電率（εｍ）よりも大きい場合（εｐ＞εｍ）、すなわちＲｅ[ｆＣＭ]＞０
の場合、誘電泳動力は、電界強度の強い方向に働く。つまり、正の誘電泳動（ｐ－ＤＥＰ
）力が作用する。この結果、粒子は電界勾配の大きい方向へ移動する。
【００３１】
　一方、粒子の比誘電率（εｐ）が溶媒の比誘電率（εｍ）よりも小さい場合（εｐ＜ε

ｍ）、すなわちＲｅ[ｆＣＭ]＜０の場合、誘電泳動力は、電界強度の弱い方向に働く。つ
まり、負の誘電泳動（ｎ－ＤＥＰ）力が作用する。この結果、粒子は電界勾配の小さい方
向へ移動する。
【００３２】
　具体的な挙動としては、前記したように電極として櫛型電極を使用する場合、溶媒の比
誘電率（εｍ）よりも大きい比誘電率（εｐ）を有する粒子は電極上、より詳しくは電極
端辺にトラップされる。一方、溶媒の比誘電率（εｍ）よりも小さい比誘電率（εｐ）を
持つ粒子は、電極上方に浮揚する。なお、電界位相が一定でない場合、式（１）よりＤＥ
ＰおよびＴＷＤの両方が作用し得る。
【００３３】
　従って、２種の粒子を分離する場合、１種の粒子についてはＲｅ[ｆＣＭ]＞０となり、
もう１種の粒子についてはＲｅ[ｆＣＭ]＜０となるような周波数を選択すればよい。
【００３４】
　一方、ＴＷＤの場合は、上記ＤＥＰの場合と同様に、Ｉｍ[ｆＣＭ]＞０の場合に電場の
位相の大きい方向、すなわち電場の移動方向に沿って誘電泳動力が働き、Ｉｍ[ｆＣＭ]＜
０の場合に、電場の位相の小さい方向、すなわち電場の移動方向と反対方向に誘電泳動力
が働く。
【００３５】
　櫛型電極を用いた場合、ＴＷＤは電極配線長方向と垂直な方向へ働く。ここで、ＴＷＤ
は電極平面からの高さにより作用が変化する。すなわち電極平面付近よりは、平面から一
定の距離離れている方がＴＷＤの影響を顕著に受ける。このことから、ＴＷＤによる目的
粒子の搬送の際、最初にＤＥＰのみによる目的粒子の浮揚（ＤＥＰモード）を行い、その
後、ＴＷＤを作用させて目的粒子の搬送（ＴＷＤモード）を行うことにより、目的粒子に
ＴＷＤを効率的に作用させることができる。
【００３６】
　図２０は、従来の誘電泳動装置における印加電圧の位相条件を説明する図である。
【００３７】
　例えば、図２０に示すように、複数の電極３０１…からなる電極列において、隣接する
電極３０１…に印加する信号の位相条件を、非特許文献２および特許文献３に記載されて
いるように、０°、１８０°、０°、１８０°、…と設定すると、式（１）は実部のみ（
すなわち式（４））となる。この結果、泳動媒体中の粒子は、電極３０１面より上方に浮
揚する力（ＤＥＰ）を受けて浮上する。そこで、その後、上記電極例において、隣接する
電極３０１…に印加する信号の位相条件を、非特許文献２および特許文献３に記載されて
いるように、０°、９０°、１８０°、２７０°、…と設定すると、式（１）は実数部、
虚数部とも持つことになる。この結果、泳動媒体中の粒子は、搬送力（ＴＷＤ）を受けて
搬送される。
【００３８】
　通常、上記した誘電泳動による試料溶液（泳動媒体）中の粒子の挙動を観察する際には
、粒子の蛍光、発光、反射光、透過光等を、撮像装置により検出（撮像）する必要がある
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。このような観察（検出）は、一般的に、半導体チップ基板（マイクロアレイ）に設けら
れた流路の上部もしくは下部に、ＣＣＤ等の撮像装置を設置することにより光学的に行わ
れる。このため、流路における少なくとも撮像装置設置側の面、すなわち、上記流路を構
成する少なくとも一方の基板は、光学的に透明である必要がある。
【特許文献１】特開平６－１７４６３０号公報（公開日：１９９４年６月２４日）
【特許文献２】特表２００３－５０４１９６号公報（公表日：２００３年２月４日）
【特許文献３】特開２０００－１２５８４６号公報（公開日：２０００年５月９日）
【特許文献４】特表２００３－５０４６２９号公報（公表日：２００３年２月４日）
【特許文献５】特許第３４５３１３６号公報（登録日：２００３年７月１８日、公表日：
１９９４年１１月２日）
【特許文献６】特開２０００－２９８１０９号公報（公開日：２０００年１０月２４日）
【非特許文献１】Haibo Li et al.,”Dielectrophoretic separation and manipulation 
of live and heat-treated cells Listeria on microfabricated devices with interdig
itated electrodes”，Sensors and Actuators B 86, p.215-221, 2002.
【非特許文献２】Ronald Pethig et al.,”Enhancing Traveling-Wave Dielectrophoresi
s with Signal Superposition”,IEEE Engineering in medicine and biology magazine,
 p.43-50, Nov./Dec. 2003.
【非特許文献３】Xiao-Bo Wang et al.,”Dielectrophoretic Manipulation of Particle
s”,IEEE Trans. Ind. Applicat., vol.33, No.3, p.660-669, May./June 1997.
【非特許文献４】R. Kruke et.al., "Separation of metallic form semiconducting sin
gle-walled carbon nanotubes" SCIENCE, vol.301, 18 July 2003, p.344
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３９】
　しかしながら、現在、提案、開発されている、誘電泳動現象を利用した化学分析システ
ムにおける半導体チップ基板（誘電泳動チップ）並びにこれを用いた粒子搬送用装置（誘
電泳動装置）は、以下に示すような課題を有している。
【００４０】
　従来、誘電泳動電極には、金（Ａｕ）等の金属材料が一般的に使用されている。
【００４１】
　このため、従来の誘電泳動装置は、このように、流路の片面に、金電極等の光学的に不
透明な電極が形成されていることで、ＣＣＤ等の撮像装置（撮像系）の設置が、流路にお
ける電極形成面とは反対側の一面に限られる。
【００４２】
　しかも、従来の誘電泳動装置は、流路の片面に、金電極等の光学的に不透明な電極が形
成されていることで、透過光による撮像は不可能であった。
【００４３】
　本発明は、上記各問題点に鑑みなされたものであり、その目的は、従来よりも観察条件
の制限が緩和された誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムを提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００４４】
　本発明にかかる誘電泳動チップは、上記課題を解決するために、誘電性物質を含む試料
に交流電圧により形成された電界を印加することにより上記誘電性物質を誘電泳動させる
誘電泳動チップであって、上記誘電性物質を誘電泳動させる泳動レーンと、上記泳動レー
ンと交差する複数の電極からなり、上記泳動レーンに注入された試料に電界を印加するた
めに交流電圧を印加することで上記誘電性物質を誘電泳動させる電極列とを備え、上記泳
動レーンは、上記泳動レーンと電極列とが重畳する領域の少なくとも一部における上記泳
動レーンの上記電極列との対向面が透明であり、かつ、上記電極列は、上記泳動レーンに
おける透明な領域と重畳する部分の電極の少なくとも一部が透明電極で形成されているこ
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とを特徴としている。
【００４５】
　上記の構成によれば、上記泳動レーンが、上記泳動レーンと電極列とが重畳する領域の
少なくとも一部における上記泳動レーンの上記電極列との対向面が透明であり、かつ、上
記電極列が、上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分の電極の少なくとも一部
が透明電極で形成されていること、つまり、上記泳動レーンと電極とが重畳する領域にお
いて、その少なくとも一部がともに透明であることで、上記試料を観察する際、上記電極
に遮られることなく、上記泳動レーンの上方および下方の何れの方向からも、電極領域、
すなわち、上記誘電性物質に誘電泳動力を与える領域における観察が可能となる。このた
め、上記の構成によれば、観察方向の選択が可能となる。また、上記の構成によれば、透
過光による観察、撮影（透過モードによる観察、撮影）が可能となることから、投影によ
る観察システムの構築が可能となる。よって、上記の構成によれば、従来よりも観察条件
の制限が緩和された誘電泳動チップを提供することができるという効果を奏する。上記誘
電泳動チップは、上記したように透過光による観察、撮影が可能となることから、蛍光観
察やフィルタリングを多用する観察に非常に有効である。
【００４６】
　本発明において、上記電極列は、上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分以
外の部分に金属電極を備えていることが好ましい。
【００４７】
　同形状の電極を透明導電材料と金属材料とで形成した場合、透明電極材料で形成した電
極（透明電極）は、金属材料で形成した電極（金属電極）と比較して相対的に高抵抗であ
る。このため、抵抗率をできるだけ低く抑えるためには、上記電極列は、透明電極と金属
電極との二層構造とする等、上記電極列内に金属電極を備えていることが好ましい。そこ
で、上記金属電極を、上記電極例内における上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳し
ない部分に設けることで、上記試料を観察する際に、上記電極に遮られることなく、上記
泳動レーンの上方向、下方向の何れの方向からも観察が可能であることに加えて、上記電
極列全体の抵抗を、該電極列を透明電極のみで形成した場合と比較して、低く抑えること
ができるとともに、電極間の寄生容量を低減することができる。よって、上記の構成によ
れば、光学的観察に対する観察条件が制限されることがなく、かつ、入力電圧（泳動制御
入力電圧）の減衰・遅延を抑制することが可能な、使い勝手が良く、測定精度の高い誘電
泳動チップを提供することができるという効果を奏する。
【００４８】
　また、上記電極列において上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分の電極は
、透明電極からなる部分と、金属電極が設けられている部分とを備えていることが好まし
い。
【００４９】
　このように、上記電極列において上記泳動レーンにおける透明な領域と重畳する部分の
電極、つまり、上記誘電泳動チップにおける観察領域の電極が、透明電極からなる部分と
、金属電極が設けられている部分とを備えていることで、上記電極列全体の抵抗を、該電
極列を透明電極のみで形成した場合と比較して、低く抑えることができ、かつ、電極間の
寄生容量を低減することができることに加え、透明電極を透過する透過光による観察、撮
影（透過モード）および上記金属電極からの反射（落射）光による観察、撮影（落射モー
ド）の何れのモードも使用可能な誘電泳動チップを提供することができるという効果を奏
する。
【００５０】
　また、上記泳動レーンは、一つの基板上に複数設けられており、かつ、上記電極列にお
ける各電極は、上記複数の泳動レーンに跨がって設けられていることが好ましい。
【００５１】
　上記の構成によれば、上記泳動レーンが、一つの基板上に複数設けられており、かつ、
上記電極列における各電極が、上記複数の泳動レーンに跨がって設けられていること、つ
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まり、上記各電極が、複数の泳動レーンに共通して設けられていることで、上記誘電性物
質に誘電泳動力を与える交流電圧（泳動制御電圧）を、上記各泳動レーンにおける各電極
に一括して入力することができる。すなわち、上記の構成によれば、上記電極列に一種類
の信号を入力すると、複数の泳動レーンに同時に電界を印加することができる。従って、
上記の構成によれば、複数の試料の泳動制御を、一括して同時に行うことができる。
【００５２】
　このため、上記の構成によれば、実験環境の煩雑な設定を伴うことなく、複数種の異な
る試料（例えば溶媒の比誘電率や粘度が異なる試料、あるいは、溶媒中の粒子の物性値（
比誘電率等）が異なる試料等）を、同一条件で同時に被泳動条件下に置くことが可能であ
り、試験条件に対する応用範囲が広く、様々な試験条件に適応する誘電泳動チップを提供
することが可能である。
【００５３】
　また、上記の構成によれば、上記したように、一つの基板上に複数の泳動レーンを有す
る誘電泳動チップを使用することで、試料（例えば溶媒等の媒体）の種類を泳動レーン毎
に変更し、特定の複数の粒子を同時に選別することや、溶媒等の媒体は同一で、泳動レー
ン毎に電極形状を変えることで特定の複数の粒子を同時に選別することも可能であり、複
数粒子の選別を効率良く行うことが可能になる。従って、上記の構成によれば、幅広い用
途に対応した誘電泳動チップを提供することができるという効果を奏する。
【００５４】
　そして、特に、本発明によれば、透過光による観察、撮影（透過モードによる観察、撮
影）が可能であることから、上記観察が容易であり、また、上記したように観察領域に透
明電極からなる部分と金属電極を設けた部分とを設ける場合、泳動レーンによって透明電
極による透過モードと金属電極による落射モードとを切り換えることで、異なる解析を同
時に行うことも可能となる。
【００５５】
　また、上記誘電泳動チップは、このように上記泳動レーンが一つの基板上に複数設けら
れており、かつ、上記電極列における各電極が上記複数の泳動レーンに跨がって設けられ
ている場合、互いに隣り合う泳動レーン同士で、上記電極列の形状、電極幅、および電極
間隔のうち少なくとも一つの条件が異なっていることが好ましい。
【００５６】
　誘電泳動挙動は、同一の試料を使用し、同一の制御電圧で駆動した場合でも、電極列（
電極）の形状により、上記試料中の電界の状態に応じて異なる。
【００５７】
　従って、上記の構成によれば、上記したように互いに隣り合う泳動レーン同士で、上記
電極列の形状、電極幅、および電極間隔のうち少なくとも一つの条件を異ならしめること
で、特定の複数の誘電性物質を同時に選別・同定することが可能となり、複数の誘電性物
質の選別を効率よく行うことが可能になるという効果を有している。また、上記の構成に
よれば、複数の泳動レーンにおける泳動挙動の差異を一括して観察することができるとい
ったメリットもある。
【００５８】
　さらに、上記誘電泳動チップは、このように上記泳動レーンが一つの基板上に複数設け
られており、かつ、上記電極列における各電極が上記複数の泳動レーンに跨がって設けら
れている場合、上記各泳動レーンは互いに離間して設けられ、上記各泳動レーン内と、各
泳動レーン同士の間の領域とでは、上記電極列の形状、電極幅、および電極間隔のうち少
なくとも一つの条件が異なっていることが好ましい。
【００５９】
　上記の構成によれば、例えば、泳動現象の観察に必要である泳動レーン内の電極列のみ
を要求される狭ピッチ配線とし、それ以外の、泳動現象とは無関係の領域の電極列（上記
各泳動レーン同士の間の領域）を広ピッチ配線とすることで、上記電極列全体の抵抗を低
くし、かつ寄生容量を低減することで、入力ＡＣ電圧の減衰や遅延を抑制することが可能



(10) JP 2009-14342 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

となる。
【００６０】
　また、上記の構成によれば、例えば上記泳動レーン内の電極列における電極形状がスト
ライプ状ではない場合、各泳動レーン同士の間の領域における上記電極列の電極形状をス
トライプ構造にして配線長を短縮する等して配線抵抗の増大を抑えることも可能である。
【００６１】
　このように、上記の構成によれば、上記各泳動レーン内と、各泳動レーン同士の間の領
域とで、上記電極列の形状、電極幅、および電極間隔のうち少なくとも一つの条件を異な
らしめることで、上記電極列の低抵抗化を図ることができるという効果を奏する。
【００６２】
　また、上記泳動レーンは、一対の基板と、上記基板間に設けられた泳動レーン壁とで形
成されており、上記泳動レーン壁は、内部に、上記一対の基板間の間隔を保持するスペー
サを含有していることが好ましい。
【００６３】
　上記の構成によれば、このように上記泳動レーンが一対の基板間に形成されている場合
、上記泳動レーン壁が、内部に、上記一対の基板間の間隔を保持するスペーサを含有して
いることで、上記泳動レーンのレーン高さを均一に保持することができるという効果を奏
する。
【００６４】
　また、上記誘電泳動チップは、上記泳動レーンが、基板上に、上記泳動レーンに沿って
泳動レーン壁が設けられてなり、上記基板上における上記泳動レーン壁が形成されている
領域の少なくとも一部を除く領域に、上記電極列を覆う保護膜が設けられていることが好
ましい。
【００６５】
　上記の構成によれば、上記基板上に、上記電極列を覆う保護膜が設けられていることで
、泳動する誘電性物質が、上記泳動レーン内において上記電極列に吸着することを防ぐこ
とができる。そして、上記保護膜が、上記基板上における上記泳動レーン壁が形成されて
いる領域の少なくとも一部を除く領域に設けられていることで、上記保護膜と上記泳動レ
ーン壁の材料との密着性が悪い場合でも、十分な接着性を得ることができるという効果を
奏する。
【００６６】
　また、上記泳動レーンは、一対の基板と、上記一対の基板間に設けられた泳動レーン壁
とで形成されており、かつ、上記一対の基板間に、上記泳動レーンに上記試料を注入する
ための注入口を有していることが好ましい。
【００６７】
　上記の構成によれば、このように泳動レーンが一対の基板間に形成されている場合、該
泳動レーンに上記試料を注入するための注入口を、上記基板にドリル等で孔を開ける等し
て形成する場合と比較して、上記泳動レーン内への不純物の混入を防止し、上記誘電泳動
チップの不良発生率を相対的に抑制することができるという効果を奏する。
【００６８】
　また、上記の構成によれば、上記泳動レーン壁のパターンにより上記一対の基板間に上
記注入口が必然的に形成されることから、上記注入口を形成するために別途材料や工程を
必要としない。従って、上記の構成によれば、上記誘電泳動チップにドリル等で上記注入
口を設ける場合と比較して、より効率的に上記誘電泳動チップを形成することができると
いう効果を併せて奏する。
【００６９】
　また、上記誘電泳動チップは、上記電極列における各電極の両端部に、各電極に各電極
の両端から同一の電圧を入力するための入力端子部を有していることが好ましい。
【００７０】
　上記の構成によれば、誘電泳動試験時に、上記電極列における各電極の両端から、各電
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極に、それぞれ、同一の電圧、すなわち、同一の交流電圧が、同時に入力される。
【００７１】
　従って、上記の構成によれば、上記各電極の両端部から同一の電圧が入力されることで
、各電極に、各電極の片側からのみ電圧が入力される場合と比較して、配線抵抗および寄
生容量による入力電圧信号の減衰や遅延の影響を抑制することができるという効果を奏す
る。
【００７２】
　本発明にかかる誘電泳動装置は、上記課題を解決するために、本発明にかかる上記誘電
泳動チップを備えていることを特徴としている。
【００７３】
　また、本発明にかかる誘電泳動システムは、上記課題を解決するために、本発明にかか
る上記誘電泳動チップを備えていることを特徴としている。
【００７４】
　上記各構成によれば、上記誘電泳動装置並びに誘電泳動システムが、本発明にかかる上
記誘電泳動チップを備えていることで、試料を観察する際に、上記誘電泳動チップにおけ
る泳動レーンに設けられている電極に遮られることなく、上記泳動レーンの上方および下
方の何れの方向からも、電極領域、すなわち、上記誘電性物質に誘電泳動力を与える領域
における観察が可能となる。また、上記の各構成によれば、透過光による観察、撮影（透
過モードによる観察、撮影）が可能となることから、投影による観察システムの構築が可
能となる。よって、上記各構成によれば、従来よりも観察条件の制限が緩和された誘電泳
動装置並びに誘電泳動システムを提供することができるという効果を奏する。
【発明の効果】
【００７５】
　本発明にかかる誘電泳動チップは、誘電性物質を含む試料に交流電圧により形成された
電界を印加することにより上記誘電性物質を誘電泳動させる誘電泳動チップであって、以
上のように、上記誘電性物質を誘電泳動させる泳動レーンと、上記泳動レーンと交差する
複数の電極からなり、上記泳動レーンに注入された試料に電界を印加するために交流電圧
を印加することで上記誘電性物質を誘電泳動させる電極列とを備え、上記泳動レーンは、
上記泳動レーンと電極列とが重畳する領域の少なくとも一部における上記泳動レーンの上
記電極列との対向面が透明であり、かつ、上記電極列は、上記泳動レーンにおける透明な
領域と重畳する部分の電極の少なくとも一部が透明電極で形成されていることで、上記試
料を観察する際、上記電極に遮られることなく、上記泳動レーンの上方および下方の何れ
の方向からも、電極領域、すなわち、上記誘電性物質に誘電泳動力を与える領域における
観察が可能となる。また、本発明によれば、透過光による観察、撮影（透過モードによる
観察、撮影）が可能となることから、投影による観察システムの構築が可能となる。よっ
て、本発明によれば、従来よりも観察条件の制限が緩和された誘電泳動チップを提供する
ことができるという効果を奏する。
【００７６】
　また、本発明にかかる誘電泳動装置並びに誘電泳動システムは、本発明にかかる上記誘
電泳動チップを備えていることで、試料を観察する際に、上記誘電泳動チップにおける泳
動レーンに設けられている電極に遮られることなく、上記泳動レーンの上方および下方の
何れの方向からも、電極領域、すなわち、上記誘電性物質に誘電泳動力を与える領域にお
ける観察が可能となる。よって、本発明によれば、従来よりも観察条件の制限が緩和され
た誘電泳動装置並びに誘電泳動システムを提供することができるという効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７７】
　〔実施の形態１〕
　本発明の実施の一形態について図１～図５に基づいて説明すれば、以下の通りである。
なお、本実施の形態では、流路として、複数の泳動レーンを備えた誘電泳動チップ（マイ
クロチップ基板）を例に挙げて説明するものとするが、本実施の形態は、これに限定され
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るものではない。
【００７８】
　図１は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す斜視図である。また、
図２は、図１に示す誘電泳動パネルを上側基板側から見た平面図である。図３は、図２に
示す誘電泳動パネルのＡ－Ａ線矢視断面図であり、図４は、図２に示す誘電泳動パネルの
Ｂ－Ｂ線矢視断面図である。また、図５は、図１に示す誘電泳動パネルを備えた本実施の
形態にかかる誘電泳動システムの概略構成図である。なお、図２においては、図示の便宜
上、上側基板を二点鎖線にて示す。
【００７９】
　図１～４に示すように、いわゆるマイクロチップ基板としての本実施の形態にかかる誘
電泳動パネル１０（誘電泳動チップ、泳動アレイ）は、対向配置された下側基板１（第１
基板）と上側基板２（第２基板）との間に、泳動空間を有する複数の泳動レーン３（流路
）が設けられた構成を有している。
【００８０】
　上記泳動レーン３は、上記一対の基板のうち一方の基板、本実施の形態では、上記下側
基板１上に、上記泳動レーン３の形成領域に沿って泳動レーン壁４がパターン形成される
ことで形成されている。
【００８１】
　また、各泳動レーン３には、試料溶液等の、被観察物（誘電性物質）を含む試料（泳動
媒体）を注入および排出するための注入・排出孔５（開口部、注入口）が形成されている
。
【００８２】
　上記下側基板１および上側基板２のうち少なくとも一方の基板は、好適には、ガラス、
石英、プラスチック等の透明基板（透明絶縁体基板）で形成される。本実施の形態では、
上記下側基板１および上側基板２として、例えば、１０ｃｍ×１０ｃｍ程度の透明基板を
使用している。
【００８３】
　これら下側基板１および上側基板２のうち、例えば下側基板１における上側基板２との
対向面上には、泳動電極アレイ６（泳動電極配線）として、複数の泳動電極６ａ（誘電泳
動用の電極）からなる電極列（櫛型電極）が、各泳動レーン３…を跨ぐように、各泳動レ
ーン３…に対して垂直方向に設けられている。
【００８４】
　上記泳動電極６ａは、例えば、ＩＴＯ（インジウム錫酸化物：Indium Tin Oxide）、Ｚ
ｎＯ（酸化亜鉛：Zinc Oxide）、ＩＺＯ（インジウム亜鉛酸化物：Indium Zinc Oxide）
等の透明な導電性酸化膜（透明電極）で形成されている。上記泳動電極６ａに使用される
電極材料としては、透明導電材料であれば特に限定されるものではないが、そのなかでも
、ＩＴＯが好ましい。本実施の形態では、上記泳動電極アレイ６として、例えば、膜厚約
２０００Å、電極長約１０ｃｍ、電極幅（Ｌ：ライン）３０μｍの泳動電極６ａを、電極
間隔（Ｓ：スペース）が３０μｍ（つまり、Ｌ／Ｓがともに３０μｍ）となるように、１
０００本形成している。
【００８５】
　但し、これら電極幅、電極間隔、および電極長（配線長）等の条件は、特に限定される
ものではなく、分析対象となる粒子（つまり、泳動媒体中の粒子）の大きさ、並びに、目
的とする操作（分離、収集、搬送等）等に応じて適宜設定すればよい。また、泳動電極６
ａの膜厚や電極材料もまた適宜設定可能であり、特に限定されるものではない。
【００８６】
　上記泳動電極アレイ６（すなわち各泳動電極６ａ）は、複数の泳動レーン３…に亘って
延設されており、各泳動レーン３に共通で作用する。上記泳動電極アレイ６は、上記下側
基板１端部に実装・接続部６ｂ（入力端子部）を有している。上記実装・接続部６ｂには
、フレキシブル配線基板(Flexible Print Circuit、以下、「ＦＰＣ」と記す)１７が実装



(13) JP 2009-14342 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

されており、このＦＰＣ１７を介して、図５に示す制御基板５０（制御部；駆動制御部）
と接続される。
【００８７】
　上記下側基板１および上側基板２における互いの対向面には、各々、下面保護膜７およ
び上面保護膜８が形成されている。これら下面保護膜７および上面保護膜８は、各々、上
記泳動レーン３内壁における底壁および天壁を構成している。
【００８８】
　これら下面保護膜７および上面保護膜８の材料としては、例えば、フッ素系樹脂；人工
細胞膜；アクリル樹脂、ポリイミド樹脂等の有機膜；等が挙げられるが、これら下面保護
膜７および上面保護膜８の材料は、泳動させる粒子の種類に応じて適宜設定すればよく、
特に限定されるものでない。また、上記下面保護膜７および上面保護膜８は、上記泳動レ
ーン３内壁、特に、上記各泳動電極６ａ表面を保護（カバー）することができさえすれば
よく、その膜厚は、特に限定されるものではない。なお、上記人工細胞膜としては、例え
ば、日本油脂株式会社製の「リピジユア」（登録商標）、株式会社ＡＩバイオチップ製の
「PCmodifer」（登録商標）等が挙げられる。また、下面保護膜７および上面保護膜８の
材料としては、感光性を有する材料を使用することもできる。上記下面保護膜７および上
面保護膜８の材料として感光性を有する材料を使用することで、例えば、泳動レーン３以
外の保護膜が不要な部分、例えば実装端子部分（実装・接続部６ｂ）を、例えばフォトリ
ソグラフィ等で除去することができ、後工程での手間を省くことができる。
【００８９】
　また、本実施の形態によれば、上記下面保護膜７が設けられた下側基板１上には、前記
したように、上記上側基板２との対向面に、各泳動レーン３…を隔てる泳動レーン壁４が
設けられている。
【００９０】
　上記泳動レーン壁４は、仕切り壁（間仕切）として、内部を複数のレーンに間仕切る複
数の隔壁４ａを備えた枠体である。各隔壁４ａは、上記泳動電極アレイ６（各泳動電極６
ａ）と泳動レーン３…とが交差（本実施の形態では直交）するように、上記泳動電極アレ
イ６に対して垂直方向に並設されている。
【００９１】
　上記泳動レーン壁４は、例えば、シール材（接着剤）により形成される。上記シール材
としては、特に限定されるものではなく、例えば、シール材として従来公知の樹脂が使用
される。このようなシール材としては、例えば、エポキシ樹脂、あるいは、エポキシ樹脂
を主成分として含む樹脂組成物からなるエポキシ系接着剤等の接着樹脂（接着剤）が使用
される。上記シール材は、球状スペーサまたはファイバ状スペーサ等のいわゆるスペーサ
（間隔保持材）を含むことが好ましく、上記シール材がこれら球状スペーサ、ファイバ状
スペーサ等のスペーサを含有することで、上記下側基板１と上側基板２とを対向配置させ
て貼り合わせる際に、上記泳動レーン壁４の厚み、つまり、上記泳動レーン３のレーン高
さを均一にすることができる。
【００９２】
　上記シール材中に混入されるスペーサとしては、例えばポリテトラフルオロエチレン、
ガラス等からなる、いわゆるテフロン（登録商標）スペーサや、ガラススペーサ等を使用
することができる。
【００９３】
　本実施の形態では、レーン幅（隔壁４ａ・４ａ間の間隔）約１ｃｍ、レーン長さ約６ｃ
ｍの泳動レーン３を、並列に４列形成した。また、泳動レーン壁４の幅は約２ｍｍに設定
した。また、泳動レーン３の厚み（泳動レーン壁４の高さ）が均一となるように、上記シ
ール材には、粒径４０μｍのガラススペーサを混入した。
【００９４】
　また、上記下側基板１および上側基板２における何れか一方の基板には、上記各泳動レ
ーン３に試料（泳動媒体）を注入および排出するための注入・排出孔５が、上記各泳動レ
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ーン３毎に形成されている。本実施の形態では、上記注入・排出孔５として、上記上側基
板２における各泳動レーン３の両端部に、それぞれ、約２ｍｍの孔径を有する孔を設けた
。
【００９５】
　なお、上記各泳動レーン３は、上記泳動電極アレイ６の延設方向（長手方向）と、各泳
動レーン３における２つの注入・排出孔５を結んだ直線とができる限り垂直となるように
設けられていることが望ましい。
【００９６】
　次に、本実施の形態にかかる上記誘電泳動パネル１０の作製方法について以下に説明す
る。
【００９７】
　本実施の形態では、上記したように、下側基板１および上側基板２に、例えば１０ｃｍ
×１０ｃｍの透明基板を使用し、まず、上記下側基板１上に、泳動電極アレイ６を形成し
た。
【００９８】
　本実施の形態では、上記下側基板１上に、スパッタ蒸着等によるＩＴＯ膜形成後、フォ
トリソグラフィを用いて電極形状にパターニングすることにより、膜厚約２０００Å、Ｌ
／Ｓがともに３０μｍ、電極長約１０ｃｍの１０００本の電極列からなる泳動電極アレイ
６を形成した。また、同時に、泳動電極アレイ６の端部に、実装端子として、実装・接続
部６ｂ（入力端子部）をパターン形成した。
【００９９】
　次に、上記下側基板１と上側基板２とを貼り合わせたときに、上記上側基板２において
泳動レーン３と重畳する部分を、例えばドリルで穿孔することにより、各泳動レーン３の
両端部に、それぞれ、孔径約２ｍｍの注入・排出孔５を設けた。なお、上記注入・排出孔
５の形成方法としては、他に、ブラストや、エッチング等の方法を用いることができる。
【０１００】
　次に、上記泳動電極アレイ６が形成された下側基板１、および、注入・排出孔５が形成
された上側基板２上に、例えば前記した保護膜材料を塗布することにより、それぞれ、下
面保護膜７および上面保護膜８を形成した。
【０１０１】
　次に、下面保護膜７を形成した下側基板１上に、反応性接着剤（熱硬化性接着剤）とし
て、粒経４０μｍのガラススペーサを混入したエポキシ系接着剤（シール材）を塗布する
ことにより、幅約２ｍｍ、高さ約４０μｍの泳動レーン壁４を形成した。シール材の塗布
には、例えば、スクリーン版を使用した印刷方法や、ディスペンサーを使用した描画方法
を使用した。
【０１０２】
　本実施の形態によれば、上記したように、泳動レーン壁４を、ガラススペーサを含有し
たシール材で形成していることから、各泳動レーン３のギャップ（レーン高さ）を均一に
維持することができる。また、上記したように、シール材を、印刷あるいは描写法を用い
てパターン形成することにより、複数の隔壁４ａを備えた泳動レーン壁４を簡便に形成す
ることができる。これにより、複数の泳動レーン３を、簡便に形成することができる。
【０１０３】
　その後、上記下側基板１および上側基板２を対向配置させて貼り合わせを行った。これ
により、上記下側基板１および上側基板２と、これら下側基板１と上側基板２との間の空
間を仕切る、上記泳動レーン壁４とで囲まれた泳動レーン３を形成した。
【０１０４】
　具体的には、下側基板１および上側基板２を対向配置させ、上下両面から熱プレスを行
った。熱プレスにより下側基板１上のシール材が一旦軟化した後、硬化し、両基板が接着
されることで、両基板間に泳動レーン３が形成される。泳動レーン３のギャップは、泳動
レーン壁４を構成する上記シール材中に含まれるスペーサにより維持される。本実施の形
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態では、前記したように、レーン幅（隔壁４ａ・４ａ間の間隔）約１ｃｍ、レーン長さ約
６ｃｍ、厚さ約４０μｍの泳動レーン３を、並列に４列形成した。以上の工程により、本
実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０が形成される。
【０１０５】
　上記誘電泳動パネル１０は、図５に示すように、上記泳動電極アレイ６端部に形成され
た実装・接続部６ｂに実装されたＦＰＣ１７を介して、制御基板５０と接続されている。
本実施の形態にかかる誘電泳動装置７０は、上記誘電泳動パネル１０と、制御基板５０と
、ＤＣ電源６０（電源）とを備えている。また、本実施の形態にかかる誘電泳動システム
８５は、上記誘電泳動装置７０と、撮像系８０とを備えている。
【０１０６】
　上記制御基板５０は、周波数・タイマー制御部５０ａ、同期信号制御部５０ｂ、発振回
路部５０ｃ、位相選択・増幅部５０ｄを備えている。
【０１０７】
　上記誘電泳動装置７０において、ＤＣ電源６０から出力された電圧（ＤＣ（直流）電圧
）は、上記制御基板５０に入力され、上記制御基板５０を駆動する。
【０１０８】
　上記制御基板５０では、上記発振回路部５０ｃからＡＣ電圧が出力される。出力される
ＡＣ電圧は、上記周波数・タイマー制御部５０ａ、同期信号制御部５０ｂ、位相選択・増
幅部５０ｄにより周波数、位相、振幅等が制御されることにより、意図するＡＣ出力に調
整され、上記ＦＰＣ１７を介して上記誘電泳動パネル１０に印加（入力）される。
【０１０９】
　また、上記撮像系８０は、上記誘電泳動パネル１０の泳動レーン３における観察領域（
測定部）に照射光を与えるためのレーザ等の光源や、光学顕微鏡、ＣＣＤ（電荷結合素子
；charge coupled device）カメラ等の撮像素子等を備えた光学系であり、上記泳動レー
ン３の上部または下部に設置されて光学検出を行うようになっている。
【０１１０】
　本実施の形態において用いられる試料としては、誘電泳動力が誘導され得る、誘電性物
質を含有する試料であればよく、より具体的には、誘電性物質からなる媒質が媒体中に分
散されてなる試料であれば、特に限定されるものではない。
【０１１１】
　また、本実施の形態において上記試料（試料溶液）として用いられる「泳動媒体」とは
、泳動対象となる「粒子」（泳動粒子）が「溶媒」に分散された分散液を示し、前記試料
には、この泳動対象となる粒子が溶媒に分散された泳動媒体が使用される。
【０１１２】
　上記粒子としては、具体的には、誘電体粒子、すなわち生物学的細胞、細菌、ウイルス
、寄生性微生物、ＤＮＡ、タンパク質、バイオポリマー、植物学的粒子（花粉等）、非生
物学的粒子等が挙げられる。
【０１１３】
　また、上記粒子には、液体中に懸濁させることができ、誘電泳動力が誘導され得る他の
粒子も含まれる。
【０１１４】
　さらに、上記粒子（誘電体粒子）としては、液体中に溶解または懸濁した化合物または
気体（いわゆる誘電気体）であってもよい。例えば、非特許文献４には、誘電泳動でカー
ボンナノチューブの選別（金属と半導体との分別）を行うことが開示されている。上記非
特許文献４では、嫌水性で水に分散しないカーボンナノチューブを、超臨界水を利用して
分散させることにより、カーボンナノチューブのサスペンジョンを調製し、半導体が泳動
可、金属が泳動不可であることを利用して上記カーボンナノチューブの選別を行っている
。
【０１１５】
　誘電泳動では、媒体と媒質との誘電泳動率の差が駆動力のパラメータとなる。このため
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、適当な粘性媒体を使用することで、空気あるいは窒素のような気体の微小バルブを搬送
することも可能である。また、嫌水性物質は、窒素等の気体バルブの中に入れて搬送する
ことが可能である。すなわち、嫌水性物質であっても、上記したように気体バルブの中に
封入することで溶媒に分散可能であり、本実施の形態にかかる粒子として使用することが
できる。
【０１１６】
　また、溶媒としては、例えば、水、生理食塩水、エタノール、メタノール、ブタノール
、オイル等を適宜用いることができる。また、溶媒の比誘電率を調整するために、複数の
溶媒を混合した混合溶媒（例えば、水とエタノールとの混合液）を使用することもできる
。さらに、溶媒の粘性抵抗を調整するために、セルローズやポリビニルアルコール等を調
整剤として添加することもできる。
【０１１７】
　なお、上記粒子として大腸菌を使用する場合等、泳動媒体中の粒子の種類によっては、
実験（測定）の直前に、上記泳動レーン３の内壁への非特異性吸着を防ぐために、泳動レ
ーン３の内壁の表面処理（界面活性剤や人工細胞膜の付与）を行うことが望ましい。
【０１１８】
　以下に、本実施の形態における上記誘電泳動システム８５を用いた実施例について具体
的に説明する。但し、本実施の形態は、これに限定されるものではない。
【０１１９】
　一般的に、生細胞と死細胞とでは誘電率の周波数特性が異なることが知られている。こ
れにより、誘電泳動現象による生死細胞の分離が可能である。
【０１２０】
　本実施例では、３つの異なる環境下で培養した大腸菌の差異を定量的に観察する場合を
例に挙げて説明する。観察には、並列に４つの泳動レーン３が設けられた、上記誘電泳動
パネル１０を備えた誘電泳動システム８５を用いる。
【０１２１】
　なお、本実験の直前には、泳動レーン３の内壁への大腸菌の非特異性吸着を防ぐために
、各泳動レーン３内壁の表面処理（界面活性剤や人工細胞膜の付与）を行うことが望まし
い。
【０１２２】
　４つの泳動レーン３のうち１つの泳動レーン３には、比較サンプルとして、一定濃度の
特定の大腸菌（培養前）の希釈水溶液（生理食塩水）を、上記泳動レーン３における一方
の注入・排出孔５から注入する。残りの３つの泳動レーン３には、３つの異なる環境下で
培養したそれぞれの大腸菌をそれぞれ比較サンプルと同様の濃度に希釈した水溶液を、各
泳動レーン３における一方の注入・排出孔５から注入する。
【０１２３】
　まず最初に、定常ＤＥＰ（ＤＥＰ）により、生細胞と死細胞とを分離する。具体的には
、印加電圧８Ｖ、周波数１０ＭＨｚ、隣接位相差πで、隣接する泳動電極６ａに交互にＡ
Ｃ電圧を印加する。これにより、生細胞は泳動電極６ａの端部にトラップされ、死細胞は
泳動電極６ａの中央付近で浮上する。
【０１２４】
　この泳動電極６ａの端部にトラップされた生細胞を、上記撮像系８０により観察する。
この泳動電極６ａの端部にトラップされた生細胞を、比較サンプルと比較することにより
、各培養環境による差異を確認することができる。例えば、一定領域内の細胞数を、例え
ば透過撮影によりカウントすることにより、定量的な比較が可能となる。
【０１２５】
　次に、進行波ＤＥＰ（ＴＷＤ）により、死細胞のみを移動させる。具体的には、印加電
圧８Ｖ、周波数１０ＭＨｚ、隣接位相差π／２で、隣接する泳動電極６ａにＡＣ電圧を印
加する。これにより、各培養環境による死細胞発生の差異が確認できる。例えば、一定時
間に一定領域を通過する死細胞数を、例えば光学顕微鏡の観察によりカウントすることで
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、定量的な比較が可能となる。
【０１２６】
　本実施の形態によれば、上記したように泳動レーン３を並列に複数個設け、さらに、各
泳動レーン３に共通で作用する泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）を設けること、すなわ
ち、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）を、各泳動レーン３に共通で設けることで、
泳動制御電圧を、上記泳動電極アレイ６に一括して入力することができる。このように、
本実施の形態によれば、互いに平行に設けられた各泳動レーン３に共通の泳動電極６ａを
備えた櫛型電極（泳動電極アレイ６）に一種類の信号を入力すると、複数の泳動レーン３
に同時に電界を印加することができる。従って、本実施の形態によれば、複数の試料（泳
動媒体）の泳動制御を、一括して同時に行うことができる。このため、本実施の形態によ
れば、複数種の異なる試料（例えば溶媒の比誘電率や粘度が異なる試料、あるいは、溶媒
中の粒子の物性値（比誘電率等）が異なる試料等）を、同一条件で同時に被泳動条件下に
置くことが可能であり、試験条件に対する応用範囲が広く、様々な試験条件に適応する誘
電泳動チップおよび誘電泳動装置、さらには誘電泳動システム８５を実現することが可能
である。
【０１２７】
　また、本実施の形態によれば、このように複数の泳動レーン３を有する誘電泳動パネル
１０（誘電泳動チップ）を使用することで、溶媒（泳動媒体）の種類を泳動レーン３毎に
変更し、特定の複数の粒子を同時に選別することや、溶媒（泳動媒体）は同一で、泳動レ
ーン３毎に電極形状を変えることで特定の複数の粒子を同時に選別することも可能であり
、複数粒子の選別を効率良く行うことが可能になる。従って、本実施の形態によれば、幅
広い用途に対応した誘電泳動チップおよび誘電泳動装置、さらには誘電泳動システム８５
を実現することが可能である。
【０１２８】
　また、本実施の形態によれば、上記したように上記泳動電極６ａが、ＩＴＯ等の透明電
極で構成されることにより、試料として泳動媒体を観察する際、泳動電極６ａに遮られる
ことなく、上記泳動レーン３の上下（上記下側基板１側および上側基板２側）の何れの方
向からも観察が可能である。このため、観察方向の選択が可能である。
【０１２９】
　なお、本実施の形態では、上記泳動レーン壁４を、下面保護膜７が形成された下側基板
１上、つまり、上記下面保護膜７上に形成したが、本発明は、これに限定されるものでは
なく、上記下面保護膜７および上面保護膜８形成時に、上記下面保護膜７および上面保護
膜８における、上記泳動レーン壁４形成領域、すなわち上記泳動レーン壁４（シール材）
との重畳領域における一部あるいは全部を除去しておいてもよい。このような構造にする
ことにより、上記下面保護膜７および上面保護膜８とシール材との密着性が悪い場合でも
、十分な接着性を得ることができる。
【０１３０】
　また、本実施の形態にかかる上記誘電泳動パネル１０では、上記下側基板１および上側
基板２における互いの対向面に、各々、下面保護膜７および上面保護膜８が形成されてい
る構成とした。しかしながら、本実施の形態はこれに限定されるものではなく、上記下側
基板１および上側基板２に上記下面保護膜７および上面保護膜８が形成されている必要は
必ずしもない。但し、上記下側基板１および上側基板２における互いの対向面、特に、上
記泳動レーン３内における上記泳動電極６ａ…上に、これら泳動電極６ａを覆う保護膜（
下面保護膜７および上面保護膜８）が設けられていることで、泳動する粒子が上記泳動電
極６ａに吸着することを防ぐことができる。よって、上記粒子の種類によっては、上記下
側基板１および上側基板２に上記下面保護膜７および上面保護膜８が形成されていること
が望ましい。
【０１３１】
　また、本実施の形態では、上記泳動レーン壁４を、上記下側基板１上に形成する場合を
例に挙げて説明したが、上記泳動レーン壁４は、必ずしも下側基板１上に形成する必要は
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なく、上側基板２上に形成しても構わない。
【０１３２】
　また、本実施の形態では、上記下側基板１および上側基板２として、例えば、１０ｃｍ
×１０ｃｍ程度の透明基板を使用したが、本実施の形態は、これに限定されるものではな
く、粒子が誘電泳動力を受ける領域、具体的には、上記泳動レーン３と各泳動電極６ａ（
泳動電極アレイ６）とが重畳する領域（観察領域）において泳動レーン３内の試料（泳動
媒体）が観察可能に設けられていればよい。具体的には、例えば、上記誘電泳動パネル１
０は、上記下側基板１および上側基板２の何れか一方の基板のみが透明基板で形成され、
他方の基板における、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）とが重畳す
る領域（観察領域）に観察窓（開口部あるいは透明領域）が設けられている構成を有して
いてもよい。また、上記誘電泳動パネル１０は、上記下側基板１および上側基板２が、両
基板における、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）とが重畳する領域
（観察領域）にそれぞれ透明領域（何れか一方は開口部であってもよい）が設けられた非
透明基板（半透明あるいは不透明な基板）からなる構成を有していてもよい。
【０１３３】
　本実施の形態によれば、上記何れの構成においても、透過光による観察、撮影（透過モ
ードによる観察、撮影）が可能である。
【０１３４】
　本実施の形態によれば、上記したように透過モードを使用することで、投影による観察
システムの構築が可能となる。また、透過モードは、蛍光観察やフィルタリングを多用す
る観察に非常に有効である。
【０１３５】
　また、上記下側基板１および上側基板２の基板サイズは適宜設定すればよく、特に限定
されるものではない。さらに、本実施の形態でなした具体的なサイズもまた、実施の形態
の一例にすぎず、分析対象に応じて種々変更が可能である。すなわち、上記下側基板１お
よび上側基板２の基板サイズ、電極サイズ（電極幅、電極間隔、電極厚、電極長等）、下
面保護膜７および上面保護膜８の膜厚、泳動レーン壁４の層厚（高さ）、レーン幅、レー
ン長さ等の条件は特に限定されるものではなく、分析対象に応じて種々変更が可能である
。
【０１３６】
　また、本実施の形態では、泳動レーン３を、並列に４列形成したが、該泳動レーン３の
レーン数は、測定サンプル数等に応じて適宜設定すればよく、特に限定されるものではな
い。
【０１３７】
　また、本実施の形態では、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が、各泳動レーン３
…に対して垂直方向に設けられている構成とした。しかしながら、本発明はこれに限定さ
れるものではなく、同一の泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が、複数の泳動レーン３…
に亘って延設されており、各泳動レーン３に対して共通して作用しさえすればよく、必ず
しも上記泳動電極６ａが上記各泳動レーン３に対して垂直方向に延設さえている必要はな
い。但し、粒子の比較観察のし易さから、各泳動レーン３における観察領域は、互いに隣
接して設けられていることが好ましい。このため、上記泳動電極６ａは、各泳動レーン３
…に対して垂直方向に設けられていることが好ましい。
【０１３８】
　なお、本実施の形態では、泳動レーン３が、一つの基板上に複数設けられており、かつ
、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が、上記複数の泳動レーン３に跨がって設けら
れている誘電泳動パネル１０を例に挙げて説明したが、本実施の形態はこれに限定される
ものではなく、一つの基板上に泳動レーン３が一つだけ設けられている構成を有していて
もよい。より具体的には、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１～５におい
て、上記下側基板１上に、上記泳動レーン３が１つ設けられている構成を有していてもよ
い。
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【０１３９】
　また、本実施の形態では、本実施の形態にかかる誘電泳動チップとして、下側基板１と
上側基板２との間に泳動レーン３が設けられた誘電泳動パネル１０を例に挙げて説明した
が、本実施の形態はこれに限定されるものではなく、上記試料（試料溶液）の種類にもよ
るが、例えば上記泳動レーン３の上面が、上記上側基板２で覆われていない構成を有して
いても構わない。すなわち、上記泳動レーン３は、必ずしも一対の基板間に形成されてい
る必要はなく、例えば上記下側基板１上（下側基板１表面）に設けられた泳動槽（つまり
、上記下側基板１と、該下側基板１上に形成された泳動レーン壁４とからなる泳動槽）で
あってもよく、上記下側基板１上に形成された泳動セル（つまり、上記下側基板１と上側
基板２と泳動レーン壁４とで形成された閉空間）であってもよい。
【０１４０】
　本実施の形態にかかる誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムは、
特定細胞の分離、検出等のバイオ研究用マイクロアレイ等の用途、例えば、生体分子や樹
脂ビーズ等の誘電性物質を誘電泳動力によって搬送する化学分析システムに好適に使用す
ることができる。これら化学分析システムは、医療分野をはじめとして、食品衛生分野、
環境モニタリング等に広く応用が可能であり、血液を分離することで得られる赤血球、白
血球、リンパ球等の血球成分；大腸菌、リステリア菌等の細菌；ＤＮＡ（デオキシリボ核
酸：deoxyribonucleic acid ; deoxyribose nucleic acid）、タンパク質等の生体分子；
等の幅広い範囲の誘電性物質を対象とし、例えば、ＤＮＡ、タンパク質、細胞等の解析（
反応・検出・分離・搬送）；化学合成（マイクロプラント）；等の用途に好適に使用され
る。
【０１４１】
　また、本実施の形態にかかる誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システ
ムは、上記したように透過光による観察、撮影が可能であることから、特に、蛍光観察や
フィルタリングを多用する観察に非常に有効である。
【０１４２】
　〔実施の形態２〕
　本発明の実施の他の形態について主に図６～図９に基づいて説明する。なお、本実施の
形態では、主に、前記実施の形態１との相違点について説明するものとし、前記実施の形
態１で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を付し、その説明を
省略する。
【０１４３】
　前記実施の形態１では、泳動電極６ａが、ＩＴＯ、ＺｎＯ、ＩＺＯ等のいわゆる透明電
極で構成されている場合を例に挙げて説明した。しかしながら、一般的に、ＩＴＯやＺｎ
Ｏ、ＩＺＯ等の透明導電材料の抵抗率は、１０２μΩ・ｃｍのオーダーである。これは、
アルミニウム（Ａｌ、約２．７μΩ・ｃｍ）、金（Ａｕ、約２．５μΩ・ｃｍ）等の金属
材料と比較すると２桁大きい。従って、同形状の電極（配線）を透明導電材料と金属材料
とで形成した場合、透明電極材料で形成した電極は、金属材料で形成した電極と比較して
相対的に１～２桁高抵抗になる。このため、上記泳動電極６ａを透明電極材料で形成した
場合、結果として、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が高抵抗配線になるという問題を
招来する。誘電泳動の駆動電圧はＡＣであるが、駆動条件としては周波数が数ＭＨｚから
数十ＭＨｚにまで至ることもある。このような高周波印加条件では、電極配線の時定数に
依存した入力電圧波形の減衰や遅延が生じるおそれがある。電極条件にもよるが、万一、
減衰や遅延が顕著になると、入力した駆動電圧との誤差が大きくなり、誘電泳動挙動、延
いては実験・解析結果に影響を与える可能性がある。そして、泳動電極６ａ（配線）に高
抵抗である透明導電材料を使用する場合は、上記影響が相対的に大きくなると判断される
。
【０１４４】
　そこで、本実施の形態では、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が、部分的に透明
電極で形成されている誘電泳動パネルを例に挙げて説明する。
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【０１４５】
　図６は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面図である。図７は
、図６に示す誘電泳動パネルの一泳動レーンにおける観察領域近傍の概略構成を一部破断
にて示す平面図である。より具体的には、図７は、図６に示す誘電泳動パネルにおける領
域Ｃにおける概略構成を一部破断にて示している。図８は、図６に示す誘電泳動パネルの
Ｄ－Ｄ線矢視断面図である。また、図９は、本実施の形態にかかる他の誘電泳動パネルの
概略構成を示す断面図である。なお、図６においても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖
線にて示す。
【０１４６】
　本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図６～図８に示すように、各泳動レーン
３と泳動電極アレイ６とが重畳する部分に、各泳動レーン３内の試料（泳動媒体）を観察
・撮像（透過撮影）するための観察領域９を設けている。観察領域９における泳動電極６
ａは透明電極６ａ１で構成されている。また観察領域９と重畳しない部分の泳動電極６ａ
には、金属材料（金属電極６ａ２）を使用している。
【０１４７】
　より具体的には、本実施の形態では、上記泳動電極６ａとして、透明電極層上に部分的
に金属電極層が形成された、二層構造を有する電極（電極配線）を使用している。すなわ
ち、本実施の形態にかかる泳動電極６ａは、泳動電極６ａにおける観察領域９と重畳する
部分のみが透明電極６ａ１の単層電極（単層配線）からなり、それ以外の部分は、透明電
極６ａ１と金属電極６ａ２との二層電極（二層配線）からなっている。
【０１４８】
　このように、本実施の形態によれば、各泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ
６）とが重畳する部分、つまり、各泳動レーン３内の泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）
の少なくとも一部を透明電極６ａ１のみで構成することで、この透明電極６ａ１からなる
泳動電極６ａ…形成領域を、観察領域９として使用している。
【０１４９】
　上記透明電極６ａ１の材料としては、例えば、ＩＴＯ、ＺｎＯ、ＩＺＯ等の透明導電材
料を使用することができる。これら透明導電材料のなかでも、ＩＴＯが好適に使用される
。また、上記金属材料としては、アルミニウム（Ａｌ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（
Ｍｏ）、白金（Ｐｔ）、金（Ａｕ）等の金属、あるいはこれら金属を含む合金等の金属材
料を使用することができる。
【０１５０】
　なお、本実施の形態でも、上記泳動電極アレイ６（透明電極６ａ１および金属電極６ａ

２）の電極幅、電極間隔、および電極長（配線長）等の条件は、特に限定されるものでは
なく、分析対象となる粒子（つまり、泳動媒体中の粒子）の大きさ、並びに、目的とする
操作（分離、収集、搬送等）等に応じて適宜設定すればよい。また、上記泳動電極６ａ（
透明電極６ａ１および金属電極６ａ２）の膜厚や各電極層における電極材料もまた適宜設
定可能であり、特に限定されるものではない。
【０１５１】
　さらに、上記泳動電極アレイ６における上記透明電極６ａ１の単層配線部分の電極長も
特に限定されるものではなく、泳動レーン３のレーン幅や泳動電極６ａ（泳動電極アレイ
６）の抵抗率等に応じて適宜設定すればよい。但し、上記泳動電極アレイ６における上記
透明電極６ａ１の単層配線部分の電極長は、前記したように同形状の電極（配線）を透明
導電材料と金属材料とで形成した場合、透明電極材料で形成した電極は、金属材料で形成
した電極と比較して相対的に高抵抗である。このため、抵抗率をできるだけ低く抑えるた
めには、少なくとも、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）における各泳動レーン３・
３間に相当する領域、すなわち、上記泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）における泳動レ
ーン壁４との重畳領域は、上記透明電極６ａ１と金属電極６ａ２との二層構造を有してい
ることが好ましく、図６～８に示すように、上記泳動電極６ａが、上記泳動レーン３内の
一部において、透明電極６ａ１の単層構造を有していることがより望ましい。
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【０１５２】
　以下に、本実施の形態にかかる上記泳動電極アレイ６の形成方法について説明する。
【０１５３】
　本実施の形態では、まず、実施の形態１と同様に、上記下側基板１上に、スパッタ蒸着
等によるＩＴＯ膜形成後、フォトリソグラフィを用いて電極形状にパターニングすること
により、下側基板１上に、透明電極６ａ１…を形成する。
【０１５４】
　次に、この透明電極６ａ１…が形成された下側基板１上に、金属材料を使用し、スパッ
タ蒸着等により金属膜を形成し、この金属膜を、フォトリソグラフィを用いて電極形状に
パターニングするとともに、このパターン形成された金属膜における観察領域９と重畳す
る配線部分（本実施の形態では、泳動レーン３の一部、より具体的には、泳動レーン壁４
を構成するシール材の塗布領域間の一部と重畳する配線部分）のパターンを除去する。
【０１５５】
　これにより、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が観察領域９と重畳する部分のみがＩ
ＴＯ単層配線となり、それ以外の部分はＡｕ等の金属電極６ａ２／ＩＴＯ等の透明電極６
ａ１の二層配線が形成される。
【０１５６】
　なお、泳動電極アレイ６以外の部分の形成方法については、基本的に前記実施の形態１
と同様である。また、本実施の形態でも、上記泳動電極６ａの形成と同時に、上記泳動電
極６ａの端部に、実装端子として、実装・接続部６ｂをパターン形成した。
【０１５７】
　本実施の形態によれば、上記泳動電極アレイ６を、上記したように泳動レーン３内に設
けた観察領域９と重畳する部分はＩＴＯ等の透明電極６ａ１で構成し、それ以外の部分を
、透明電極６ａ１より低抵抗のＡｕ等の金属電極６ａ２で構成することにより、試料（泳
動媒体）を観察する際に泳動電極６ａ(泳動電極アレイ６)に遮られることなく、上記泳動
レーン３の上下（上記下側基板１側および上側基板２側）の何れの方向からも観察が可能
であることに加えて、泳動電極アレイ６全体の抵抗を、該泳動電極アレイ６と同一形状（
同一パターン）のＩＴＯ等の透明電極からなる泳動電極アレイを使用した場合と比較して
、低く（例えば、数十μΩ・ｃｍ～数μΩ・ｃｍのオーダー内に）抑えることができる。
よって、本実施の形態によれば、光学的観察に対する観察条件が制限されることがなく、
かつ、入力電圧（泳動制御入力電圧）の減衰・遅延を抑制することが可能な、使い勝手が
良く、測定精度の高い誘電泳動パネル１０および誘電泳動装置７０、延いては誘電泳動シ
ステム８５を実現することができる。
【０１５８】
　なお、本実施の形態では、上記泳動電極アレイ６を、観察領域９と重畳する部分はＩＴ
Ｏ等の透明電極６ａ１で構成し、それ以外の部分は、透明電極６ａ１よりも低抵抗のＡｕ
等の金属電極６ａ２で構成したが、本実施の形態はこれに限定されるものではなく、上記
泳動電極アレイ６が上記観察領域９と重畳する領域において上記泳動電極アレイ６の少な
くとも一部が透明電極で形成されていればよい。
【０１５９】
　例えば、上記泳動電極アレイ６は、上記泳動電極アレイ６が上記観察領域９と重畳する
領域において、透明電極６ａ１で形成されている部分（つまり、透明電極６ａ１のみから
なる部分）と、金属電極６ａ２が設けられている部分（つまり、さらに金属電極６ａ２が
設けられている部分）とを有していてもよい。また、上記泳動電極アレイ６は、透明電極
６ａ１に対し、上記泳動電極アレイ６が上記観察領域９と重畳しない領域の一部に金属電
極６ａ２が形成（積層）されている構成を有していてもよい。
【０１６０】
　さらに、上記泳動電極アレイ６は、上記泳動電極アレイ６が上記観察領域９と重畳する
領域において上記泳動電極アレイ６の少なくとも一部が透明電極６ａ１で形成（つまり、
透明電極６ａ１のみで形成）されていれば、上記観察領域９の一部あるいは非観察領域の
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一部に、金属以外の非透明（半透明もしくは不透明）な導電材料（低抵抗導電材料）から
なる第３の電極が設けられている構成を有していてもよい。上記第３の電極は、上記金属
電極６ａ２に代えて設けられていてもよく、上記金属電極６ａ２と併用されていてもよい
。この場合、上記第３の電極は、上記金属電極６ａ２と同層に設けられていてもよく、上
記金属電極６ａ２に対し積層構造とすることで、上記泳動電極６ａが３層以上の多層構造
を有する構成としてもよい。
【０１６１】
　また、本実施の形態でも、前記実施の形態１同様、上記下側基板１および上側基板２と
して、例えば、１０ｃｍ×１０ｃｍ程度の透明基板を使用したが、本実施の形態は、これ
に限定されるものではなく、上記泳動レーン３と各泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）と
が重畳する領域（観察領域９）において泳動レーン３内の試料（泳動媒体）が観察可能に
設けられていればよい。すなわち、本実施の形態でも、上記誘電泳動パネル１０は、例え
ば、上記下側基板１および上側基板２の何れか一方の基板のみが透明電極で形成され、他
方の基板における、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）とが重畳する
領域（観察領域９）に観察窓（開口部あるいは透明領域）が設けられている構成を有して
いてもよい。また、上記誘電泳動パネル１０は、上記下側基板１および上側基板２が、両
基板における、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）とが重畳する領域
（観察領域９）にそれぞれ透明領域（何れか一方は開口部であってもよい）が設けられた
非透明基板（半透明あるいは不透明な基板）からなる構成を有していてもよい。
【０１６２】
　また、本実施の形態では、上記したように観察領域９（上記泳動電極アレイ６が上記観
察領域９と重畳する領域）における泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）を透明電極とし、
それ以外の領域における泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）を、例えば透明電極と、金属
電極等の低抵抗非透明電極との積層構造とすることで非透明電極（すなわち平面視で非透
明な電極構造）とした。しかしながら、本実施の形態によれば、例えば、図９に示すよう
に、上記観察領域９、すなわち、上記泳動レーン３と泳動電極アレイ６とが重畳する領域
において上記泳動電極アレイ６の一部のみを透明電極で形成することにより、透明電極に
よる透過モード（透過光による観察、撮影）あるいは落射モード（被観察物からの反射（
落射）光による観察、撮影）に加えて、非透明電極（金属電極）からの反射（落射）光を
観察、投影に利用する落射モードの使用が可能な誘電泳動パネル１０を提供することがで
きる。これにより、観察条件を緩和することができることに加え、より複雑な誘電泳動挙
動の観察を行うことも可能となる。この結果、上記したように透明電極による透過モード
、および、金属電極等の非透明電極（反射（落射）電極）による落射モードの両モードを
使用することで２種類の観察が可能となり、２種類の角度から解析が可能な誘電泳動パネ
ル１０を提供することができる。
【０１６３】
　そして、この場合、特に、上記観察領域９において上記泳動電極アレイ６（泳動電極６
ａ）が、透明電極６ａ１からなる部分と、金属電極６ａ２が設けられている部分とを備え
ていることで、上記泳動電極アレイ６全体の抵抗を、該泳動電極アレイ６を透明電極６ａ

１のみで形成した場合と比較して、低く抑えることができ、かつ、電極間の寄生容量を低
減することができることに加えて、上記したように、電極面での光の透過／落射を利用し
た透過モードおよび落射モードの何れのモードも使用可能な誘電泳動パネル１０を提供す
ることができる。
【０１６４】
　この場合、上記観察領域９（泳動レーン３と泳動電極アレイ６とが重畳する領域）にお
いて、金属電極６ａ２が設けられている部分（反射領域９ｂ）に対する、上記透明電極６
ａ１からなる部分（透明領域９ａ）の割合（９ａ／９ｂ）は、特に限定されるものではな
いが、例えば、トラップした粒子（誘電体粒子）あるいは泳動中の粒子（誘電体粒子）の
観察記録のため、その下限値が１／３、つまり、１／３≦９ａ／９ｂ（つまり、上記観察
領域９における透明領域９ａの割合が１／４以上）であることが好ましく、１／３＜９ａ
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／９ｂであることがより好ましく、１≦９ａ／９ｂ（つまり、上記観察領域９における透
明領域９ａの割合が１／２以上）であることがさらに好ましい。また、上記割合（９ａ／
９ｂ）は、９ａ／９ｂ＜３であることが好ましく、上記した範囲内の中でも、９ａ／９ｂ
＝１に設定することが特に好ましい。
【０１６５】
　なお、本実施の形態では、上記したように、電極面での光の透過／落射を利用した透過
モード／落射モード両用型の誘電泳動パネル１０として、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ
６）の一部を透明電極で形成する構成としたが、本実施の形態はこれに限定されるもので
はない。
【０１６６】
　例えば、前記実施の形態１において、上記下側基板１および上側基板２の何れか一方の
基板を、該基板における、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）とが重
畳する領域（観察領域９）の一部に透明領域を有する非透明基板にて形成するとともに、
他方の基板を、透明基板、もしくは、上記泳動レーン３と泳動電極６ａ（泳動電極アレイ
６）とが重畳する領域（観察領域９）に観察窓（開口部あるいは透明領域）を有する非透
明基板にて形成することによっても、透過モード／落射モード両用型の誘電泳動パネル１
０を提供することができる。
【０１６７】
　なお、本実施の形態によれば、上記したように一つの基板上に複数の泳動レーン３を設
ける場合、泳動レーン３によって透過モードと落射モードとを切り換えることで、異なる
解析を同時に行うことも可能となる。
【０１６８】
　〔実施の形態３〕
　本発明の実施のさらに他の形態について主に図１０に基づいて説明する。なお、本実施
の形態では、主に、前記実施の形態１、２との相違点について説明するものとし、前記実
施の形態１、２で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を付し、
その説明を省略する。
【０１６９】
　図１０は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面図である。なお
、図１０においても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖線にて示す。
【０１７０】
　図１～４に示したように、前記実施の形態１、２では、泳動電極アレイ６における各泳
動電極６ａの電極幅および電極間隔は、泳動レーン３との重畳部であるか否かに拘らず一
定（Ｌ／Ｓがともに３０μｍ）であった。すなわち、前記実施の形態１、２では、上記泳
動電極アレイ６は、該泳動電極アレイ６を構成する各泳動電極６ａがストライプ状に互い
に並行して設けられた、ストライプ構造を有していた。
【０１７１】
　しかしながら、本実施の形態では、図１０に示すように、上記泳動電極６ａの電極幅お
よび電極間隔は、該泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が泳動レーン３と重畳している領
域と、それ以外の領域とで異なっている。このため、本実施の形態では、上記泳動電極６
ａの電極形状は、該泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）が泳動レーン３と重畳している領
域と、それ以外の領域とで異なっている。
【０１７２】
　誘電泳動実験において、狭ピッチの泳動電極アレイ６を形成すると、泳動電極アレイ６
全体の配線抵抗が高くなり、なおかつ泳動電極アレイ６を構成する各泳動電極６ａ間の寄
生容量も大きくなる。このため、狭ピッチの泳動電極アレイ６を形成すると、入力ＡＣ電
圧の減衰、遅延の影響が大きくなることは避けられない。
【０１７３】
　そこで、本実施の形態では、図１０に示すように、下側基板１と上側基板２との間に、
泳動レーン壁として、互いに独立して設けられた枠状の複数の泳動レーン壁２１を互いに
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間隔を空けて設けることで、互いに離間して並列に設けられた複数の泳動レーン３を設け
るとともに、上記泳動レーン３内（枠内）と、上記泳動レーン間領域（間隙部２２）、つ
まり、上記泳動レーン３外（枠外）とで、泳動電極６ａの電極幅および電極間隔が異なる
ように泳動電極アレイ６を設けている。
【０１７４】
　具体的には、上記泳動レーン３内の泳動電極６ａ、つまり、観察領域９として使用され
る、上記泳動電極アレイ６が泳動レーン３と重畳している領域における泳動電極６ａは電
極幅（Ｌ）１０μｍ、電極間隔（Ｓ）１０μｍ（電極ピッチ２０μｍ）で形成されている
のに対し、それ以外の領域、すなわち電気泳動とは関係ない領域（つまり、泳動レーン３
外）の泳動電極６ａは、電極幅３０μｍ（Ｌ）、最大電極間隔３０μｍ（つまり、互いに
隣接する泳動レーン３・３間の中心部における電極間隔３０μｍ、該中心部における電極
ピッチ６０μｍ）で形成されている。
【０１７５】
　このように、本実施の形態によれば、泳動現象の観察に必要である泳動レーン３内の泳
動電極６ａ群（つまり、観察領域９における泳動電極６ａ群）のみを要求される狭ピッチ
配線とし、それ以外の、泳動現象とは無関係の領域の泳動電極６ａ群（間隙部２２におけ
る泳動電極６ａ群）を広ピッチ配線とすることで、泳動電極アレイ６全体の抵抗を低くし
、かつ寄生容量を低減することで、入力ＡＣ電圧の減衰や遅延を抑制することが可能であ
る。なお、上記した配線形状はほんの一例であり、これに限定されるものではない。
【０１７６】
　なお、本実施の形態においても、上記泳動電極６ａは、透明電極のみに限定されるもの
ではなく、前記した種々の形態とすることができる。例えば前記実施の形態２に示すよう
に、上記泳動電極６ａを、例えば透明電極６ａ１と金属電極６ａ２との積層構造とするこ
とで、前記したように透過モードでの観察、撮影が可能となるとともに、より一層、泳動
電極アレイ６全体の抵抗を低くし、かつ寄生容量を低減することができる。
【０１７７】
　〔実施の形態４〕
　本発明の実施のさらに他の形態について主に図１１に基づいて説明する。なお、本実施
の形態では、主に、前記実施の形態１～３との相違点について説明するものとし、前記実
施の形態１～３で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を付し、
その説明を省略する。
【０１７８】
　図１１は、本実施の形態にかかる泳動パネルの概略構成を示す平面図である。なお、図
１１においても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖線にて示す。
【０１７９】
　図１１に示す誘電泳動パネル１０は、互いに離間して並列に設けられた３つの泳動レー
ン３の各々で、泳動電極６ａの電極幅および電極間隔（電極ピッチ）が異なっている点で
、図１０に示す誘電泳動パネル１０と相違している。本実施の形態では、図１１に示すよ
うに、泳動電極６ａの電極幅および電極間隔は、下側基板１端部に設けられた実装・接続
部６ｂから遠い側の泳動レーン３ほど、泳動電極６ａの電極幅および電極間隔が大きくな
るように、上記泳動電極アレイ６が設けられている。
【０１８０】
　より具体的には、上記泳動電極アレイ６は、各泳動レーン３と重畳する領域に、上記実
装・接続部６ｂ側の泳動レーン３から順に、電極幅１０μｍ、電極間隔１０μｍ（電極ピ
ッチ２０μｍ）の泳動電極６ａ群からなる電極部Ｐ１と、電極幅２０μｍ、電極間隔２０
μｍ（電極ピッチ４０μｍ）の泳動電極６ａ群からなる電極部Ｐ２と、電極幅３０μｍ、
電極間隔３０μｍ（電極ピッチ６０μｍ）の泳動電極６ａ群からなる電極部Ｐ３の計３種
類の異なる大きさの帯状の電極部Ｐ１・Ｐ２・Ｐ３を有している。
【０１８１】
　また、上記電極部Ｐ１・Ｐ２間の泳動電極６ａは、電極幅３０μｍ、上記電極部Ｐ１側
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端部における電極間隔１０μｍ（電極ピッチ２０μｍ）、上記電極部Ｐ２側端部における
電極間隔２０μｍ（電極ピッチ４０μｍ）となるように形成されており、上記電極間隔は
、上記泳動電極アレイ６のアレイ幅（上記泳動電極アレイ６における両側端部の泳動電極
６ａ・６ａ間の電極幅）に応じて直線的に変化するように形成されている。さらに、上記
電極部Ｐ２・Ｐ３間の泳動電極６ａは、電極幅３０μｍ、上記電極部Ｐ２側端部における
電極間隔２０μｍ（電極ピッチ４０μｍ）、上記電極部Ｐ３側端部における電極間隔３０
μｍ（電極ピッチ６０μｍ）となるように形成されており、上記電極間隔は、上記泳動電
極アレイ６のアレイ幅（上記泳動電極アレイ６における両側端部の泳動電極６ａ・６ａ間
の電極幅）に応じて直線的に変化するように形成されている。
【０１８２】
　本実施の形態によれば、上記したように、泳動レーン３毎に上記泳動電極アレイ６の電
極形状（あるいは電極幅、電極間隔）を変えることで、特定の複数の粒子を同時に選別・
同定することが可能となり、複数粒子の選別を効率よく行うことが可能になる。また、複
数の泳動レーン３の泳動挙動の差異を一括で観察することができるといったメリットもあ
る。
【０１８３】
　〔実施の形態５〕
　本発明の実施の他の形態について主に図１２（ａ）～（ｅ）に基づいて説明する。なお
、本実施の形態では、主に、前記実施の形態１～３との相違点について説明するものとし
、前記実施の形態１～３で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号
を付し、その説明を省略する。
【０１８４】
　図１２（ａ）は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０の概略構成を示す平面図で
あり、図１２（ｂ）～（ｅ）は、図１２（ａ）に示す誘電泳動パネル１０の各泳動レーン
３における泳動電極６ａの形状を模式的に示す平面図である。なお、図１２（ａ）におい
ても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖線にて示す。
【０１８５】
　本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１２（ａ）に示すように、前記実施の
形態１に示す誘電泳動パネル１０において、並列に設けられた４つの泳動レーン３各々で
、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）の形状が異なっている。
【０１８６】
　具体的には、上記４つの泳動レーン３のうち、最も実装・接続部６ｂに近い泳動レーン
３Ａでは、上記泳動電極アレイ６は、図１２（ｂ）に示すように、配線幅３０μｍの直線
状の泳動電極６ａがストライプ状に設けられた構造（ストライプ型電極構造）を有してい
る。次いで実装・接続部６ｂに近い泳動レーン３Ｂでは、上記泳動電極アレイ６は、図１
２（ｃ）に示すように、配線幅４５μｍの直線状の泳動電極６ａがストライプ状に設けら
れた構造（ストライプ型電極構造）を有している。そして、上記泳動レーン３Ｂの次に上
記実装・接続部６ｂに近い泳動レーン３Ｃでは、上記泳動電極アレイ６は、図１２（ｄ）
に示すように、配線幅３０μｍの山切り型（鋸状）の泳動電極６ａが等間隔で複数並設さ
れた構造を有している。最後に、上記４つの泳動レーン３のうち最も上記実装・接続部６
ｂから遠い泳動レーン３Ｄでは、上記泳動電極アレイ６は、図１２（ｅ）に示すように、
配線幅３０μｍの波型の泳動電極６ａが等間隔で複数並設された構造を有している。なお
、上記各泳動電極６ａの電極間隔（電極ピッチ）は、何れも６０μｍである。
【０１８７】
　誘電泳動挙動は、同一の試料（泳動媒体）を使用し、同一の制御電圧で駆動した場合で
も、配線、すなわち、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）の形状により、上記試料（泳動
媒体）中の電界の状態に応じて異なる。
【０１８８】
　従って、本実施の形態のように泳動レーン３毎に泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）の
電極形状、電極幅、電極間隔の少なくとも１つを変更することにより、上記泳動媒体中の
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特定の複数の粒子を同時に選別・同定することが可能となる。この結果、例えば複数の粒
子の選別を効率良く行うことができる。また、上記の構成によれば、複数の泳動レーン３
における上記粒子の泳動挙動の差異を一括して観察することができるといったメリットも
ある。
【０１８９】
　なお、本実施の形態では、上記したように、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０
として、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）の形状、電極幅、電極間隔のうち、少なくと
も一つの条件が泳動レーン３毎に異なる誘電泳動パネルを例に挙げて説明した。しかしな
がら、本実施の形態は、これに限定されるものではない。
【０１９０】
　例えば、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、前記図１０または図１１に示す
ように、互いに隣り合う泳動レーン３・３間に、所定の間隙部２２（泳動レーン間領域）
を有し、該間隙部２２と上記泳動レーン３とで、泳動電極６ａ（泳動電極アレイ６）の形
状、電極幅、電極間隔のうち、少なくとも一つの条件が異なっている構成を有していても
よい。
【０１９１】
　例えば、上記泳動レーン３Ａ・３Ｂ・３Ｃにおける泳動電極アレイ６の電極形状がスト
ライプ状ではない場合、上記間隙部２２における泳動電極アレイ６の電極形状をストライ
プ構造にして配線長を短縮することにより、配線抵抗の増大を抑えることが可能となる。
【０１９２】
　また、前記図１０に示すように、泳動レーン３と間隙部２２とで、泳動電極６ａの配線
幅や配線間隔を異ならしめる等して泳動電極アレイ６の電極形状を異ならしめた場合、上
記誘電泳動パネル１０における泳動電極アレイ６（配線）の低抵抗化を図ることができる
。
【０１９３】
　〔実施の形態６〕
　本発明の実施の他の形態について主に図１３に基づいて説明する。なお、本実施の形態
では、主に、前記実施の形態１～５との相違点について説明するものとし、前記実施の形
態１～５で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を付し、その説
明を省略する。
【０１９４】
　図１３は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０の概略構成を示す平面図である。
なお、図１３においても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖線にて示す。
【０１９５】
　本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１３に示すように、上記泳動電極アレ
イ６の両端部に実装・接続部６ｂを有し、これら実装・接続部６ｂ・６ｂの各々にＦＰＣ
１７が各々実装されている構成を有している。これにより、本実施の形態にかかる誘電泳
動パネル１０は、上記泳動電極アレイ６の両端部から、それぞれ駆動ＡＣ電圧が入力可能
となっている。
【０１９６】
　上記ＦＰＣ１７は、各々、前記制御基板５０（駆動制御部、制御装置）と接続される。
これにより、本実施の形態にかかる上記誘電泳動パネル１０は、誘電泳動試験時に、上記
泳動電極アレイ６の両端部のＦＰＣ１７から、各泳動電極６ａに、それぞれ、同一の駆動
ＡＣ電圧が、同時に入力される。
【０１９７】
　このように、本実施の形態によれば、泳動電極６ａの両端部から駆動電圧が入力される
ことで、泳動電極６ａの片側からのみ駆動電圧が入力される場合と比較して、配線抵抗お
よび寄生容量による入力電圧信号の減衰や遅延の影響を、より一層抑制することが可能で
ある。
【０１９８】
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　〔実施の形態７〕
　本発明の実施の他の形態について主に図１４および図１５に基づいて説明する。なお、
本実施の形態では、主に、前記実施の形態１～６との相違点について説明するものとし、
前記実施の形態１～６で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を
付し、その説明を省略する。
【０１９９】
　本実施の形態では、上記誘電泳動パネル１０における各泳動レーン３に、試料として、
試料溶液（泳動媒体）を注入する方法について主に説明する。
【０２００】
　従来、誘電泳動パネルに試料を注入する方法としては、前記実施の形態１にも示したよ
うに、上側基板２および下側基板１の何れか一方に注入・排出孔５（開口部）を設け、ポ
ンプ等の加圧操作により上記注入・排出孔５から試料を注入する方法が一般的である。
【０２０１】
　例えば、特許文献６には、誘電泳動用のシステムではないものの、流路チップのマイク
ロチャンネル上部に注入口が形成されたマイクロチップについて記載されている。この構
造を上記誘電泳動パネル１０に適用した場合、前記実施の形態１に示したように、下側基
板１と上側基板２とを貼り合わせて誘電泳動パネル１０を形成する前段階で、上記上側基
板２および下側基板１の何れか一方における各泳動レーン３の天壁あるいは底壁となる部
分に、注入口として、注入・排出孔５を設ける必要がある。注入・排出孔５の形成方法と
しては、前記実施の形態１に示したように、ドリルやブラスト、エッチング等の方法があ
る。
【０２０２】
　ところで、前記実施の形態１にも示したように、一般的に、誘電泳動パネル内面には、
上下両基板上に保護層を形成している。前記実施の形態１では、上記下側基板１および上
側基板２に、下面保護膜７および上面保護膜８のように、例えば泳動電極アレイ６をカバ
ーする保護膜（保護層）を設けている。また、上記下側基板１および上側基板２には、泳
動レーン３に注入する試料に応じて親水・撥水処理等の表面処理を施している。
【０２０３】
　しかしながら、このように基板上に保護膜を形成した後で、該基板に注入口を形成する
と、開口処理に伴う表面処理材料や基板のダストが基板の表面処理部に付着することが懸
念される。表面処理部に付着したダストは洗浄処理を行っても除去し難く、誘電泳動パネ
ルを形成した際に不純物として製品不良の原因となる。
【０２０４】
　また、注入口を作製した後に基板の表面処理を行う場合、表面処理剤が注入口に浸入し
て開口部を汚染するおそれがある。開口部内で表面処理剤が固化すると開口径誤差の原因
となり、コネクタ等を挿入した際、接続不良やダストの発生等の問題を生じさせる。
【０２０５】
　さらに、本発明のように、誘電泳動パネル１０が複数の泳動レーン３を有する場合、従
来のように基板上に注入口を形成する方法では、泳動レーンの数に応じて複数の注入口を
形成する必要があり、製造工程が煩雑になると共に、不良発生の確率も高くなる。
【０２０６】
　そこで本実施の形態では、試料の注入・排出孔５（開口部）を、下側基板１および上側
基板２の何れか一方の基板の表面ではなく、上記誘電泳動パネル１０の側面（パネル構造
の断面）に設けている。
【０２０７】
　図１４は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０の概略構成を示す平面図であり、
図１５は、図１４に示す誘電泳動パネル１０のＥ－Ｅ線矢視断面分解図である。なお、図
１４においても、図示の便宜上、上側基板は二点鎖線にて示す。
【０２０８】
　本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１４に示すように、試料の注入・排出
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用の開口部として、前記実施の形態１にかかる注入・排出孔５に代えて、上記下側基板１
と上側基板２との間、つまり、具体的には、上記誘電泳動パネル１０の側面に、泳動レー
ン壁４により形成された注入・排出口３１（開口部、注入口）が設けられている構成を有
している。本実施の形態では、上記泳動レーン３の両端部に、それぞれ上記注入・排出口
３１が設けられている。
【０２０９】
　上記注入・排出孔５の口径は、幅約２ｍｍ、高さ約４０μｍ（パネル空洞部のギャップ
と等しい）である。なお、本実施の形態でも、前記実施の形態１と同様、上記各泳動レー
ン３のレーン幅（隔壁４ａ・４ａ間の間隔）は約１ｃｍ、レーン長さは約６ｃｍであり、
泳動レーン壁４の幅は約２ｍｍに設定した。また、泳動レーン３の厚み（泳動レーン壁４
の高さ）が均一となるように、上記泳動レーン壁４の形成に使用されるシール材には、粒
径４０μｍのガラススペーサを混入した。なお、上記以外の構成は、前記実施の形態１と
同様にして形成した。
【０２１０】
　すなわち、本実施の形態では、上記泳動レーン壁４は、各泳動レーン３…を隔てる隔壁
４ａ・４ａを結ぶ枠体（外縁部）の一部が、各泳動レーン３において開口された開口部４
ｂ…を有しているとともに、注入・排出口３１として、上記開口部４ｂから、上記泳動レ
ーン３の延長方向に沿って上記誘電泳動パネル１０端部まで延設された、泳動レーン壁延
設部４ｃ（泳動レーン壁４）からなる流路（通路）が設けられた構成を有している。
【０２１１】
　また、本実施の形態でも、上記下側基板１および上側基板２には、約１０ｃｍ×１０ｃ
ｍの透明基板を使用していることから、上記注入・排出口３１の長さ（流路（延設部）の
長さ）は、それぞれ約２ｃｍである。
【０２１２】
　また、図１５に示すように、上記下側基板１および上側基板２における上記注入・排出
口３１の内側端部１ａ・２ａ、すなわち、上記下側基板１における上記上側基板２との対
向面および上側基板２における上記下側基板１との対向面における、上記注入・排出口３
１形成部分の各端辺は、角部が面取りされた面取り処理が施されていることが望ましい。
【０２１３】
　本実施の形態では、上記注入・排出口３１に、上記注入・排出口３１の口径よりも外径
が大きな送液チューブ１３が接続（押圧接触）されることにより、試料の注入・排出が可
能となる。
【０２１４】
　従って、上記したように上記注入・排出口３１の内側端部１ａ・２ａが面取り処理され
ていることで、注入・排出口３１と送液チューブ１３とを接続する際に、両者の接触面積
が大きくなり、両者の密着性が向上する。
【０２１５】
　上記送液チューブ１３は、上記したように、注入・排出口３１と送液チューブ１３との
密着性の観点から、例えばシリコン樹脂等の変形可能な材質（可撓性を有する材料、好適
には弾性を有する材料）で形成されていることが望ましい。本実施の形態では、上記送液
チューブ１３として、外径約３ｍｍ、内径約１ｍｍのシリコン樹脂からなるチューブを使
用したが、本実施の形態はこれに限定されるものではない。
【０２１６】
　また、図１５に示すように、上記誘電泳動パネル１０において、上記下面保護膜７およ
び上面保護膜８は、上記注入・排出口３１の端部（つまり、上記面取り処理が施された上
記下側基板１および上側基板２における内側端部１ａ・２ａ）よりも基板内側に形成され
ていること、つまり、上記注入・排出口３１端部には上記下面保護膜７および上面保護膜
８が形成されていないことが望ましい。
【０２１７】
　このように上記注入・排出口３１端部には上記下面保護膜７および上面保護膜８が形成
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されていない構造とすることで、上記注入・排出口３１の口径が大きくなり、上記注入・
排出口３１と送液チューブ１３との密着性がより向上する。また、上記の構成によれば、
面取り処理の際に、上記下面保護膜７および上面保護膜８が不要な塵となり泳動レーン３
内に残留することを防ぐ効果もある。
【０２１８】
　なお、本実施の形態では、上記注入・排出口３１を介して各泳動レーン３内に試料（試
料溶液）を注入する方法として、上記したように上記注入・排出口３１に送液チューブ１
３を接続することで上記注入・排出口３１に試料溶液を送液する方法について説明したが
、本実施の形態にかかる試料の注入方法（試料溶液の送液方法）は、上記の方法に限定さ
れるものではない。
【０２１９】
　また、本実施の形態では、上記注入・排出口３１に、上記注入・排出口３１の口径より
も外径が大きな送液チューブ１３が接続（押圧接触）されることにより、上記注入・排出
口３１に試料溶液を送液する方法について説明したが、本実施の形態はこれに限定される
ものではなく、上記注入・排出口３１に嵌合する送液チューブ１３（例えば上記注入・排
出口３１の口径よりも小さい外径を有する送液チューブ１３）を用いて上記送液を行って
もよい。
【０２２０】
　また、上記送液チューブ１３は、上記したように上記誘電泳動パネル１０とは別体で設
けられ、試料（試料溶液）注入時にのみ上記誘電泳動パネル１０に接続される構成として
もよく、上記誘電泳動パネル１０に予め固定された構成を有していてもよい。
【０２２１】
　すなわち、本実施の形態にかかる上記誘電泳動パネル１０は、該誘電泳動パネル１０に
試料を送液（注入）する注入手段として、上記送液チューブ１３を備えている構成を有し
ていてもよいし、上記誘電泳動装置７０あるいは誘電泳動システム８５が、上記誘電泳動
パネル１０に試料を送液（注入）する注入手段（注入装置）として、上記送液チューブ１
３、あるいは、上記送液チューブ１３を備えた試料注入装置を備えている構成を有してい
ても構わない。
【０２２２】
　本実施の形態によれば、上記したように試料を泳動レーン３内外に送液するための開口
部（注入・排出口３１）を上記誘電泳動パネル１０側面に設けることにより、上記泳動レ
ーン３内への不純物の混入を防止し、送液系における不良発生を抑制することが可能であ
る。
【０２２３】
　また、本実施の形態によれば、上記泳動レーン壁４のパターンにより上記誘電泳動パネ
ル１０側面に注入・排出口３１が必然的に形成されることから、注入・排出口３１を形成
するために別途材料や工程を必要としない。従って、上記の構成によれば、ドリル等で、
上記誘電泳動パネル１０上（例えば上側基板２上）に、開口部（注入・排出孔５）を設け
る方法と比較して上記誘電泳動パネル１０の不良発生率を相対的に抑制することが可能で
ある。なお、この抑制効果は泳動レーン３の数が多いほど顕著である。よって、上記の構
成によれば、上記誘電泳動パネル１０にドリル等で注入・排出口を設ける場合と比較して
、より効率的に上記誘電泳動パネル１０を形成することができるとともに、使用上の観点
からもより好ましい。
【０２２４】
　〔実施の形態８〕
　本発明の実施の他の形態について主に図１６および図１７に基づいて説明する。なお、
本実施の形態では、主に、前記実施の形態１～７との相違点について説明するものとし、
前記実施の形態１～７で用いた構成要素と同一の機能を有する構成要素には同一の番号を
付し、その説明を省略する。
【０２２５】
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　本実施の形態では、上記誘電泳動パネル１０における上記注入・排出口３１に、試料と
して、試料溶液（泳動媒体）を送液するための他の方法について主に説明する。
【０２２６】
　図１６は、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０の概略構成を示す平面図であり、
図１７は、図１６に示す誘電泳動パネル１０のＦ－Ｆ線矢視断面図である。
【０２２７】
　本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１６に示すように、前記実施の形態６
同様、各泳動レーン３…を隔てる隔壁４ａ・４ａを結ぶ泳動レーン壁４の外縁部（枠体）
の一部が、各泳動レーン３の両端部（各泳動レーン３の長手方向両端部）において開口さ
れた開口部４ｂ…を有しているとともに、注入・排出口３１として、上記開口部４ｂから
、上記泳動レーン３の延長方向（各泳動レーン３の長手方向）に沿って上記誘電泳動パネ
ル１０端部（下側基板１の端部）まで延設された、泳動レーン壁延設部４ｃ（泳動レーン
壁４）からなる流路（通路）が設けられた構成を有している。
【０２２８】
　これにより、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０もまた、前記実施の形態６同様
、泳動レーン３の両端部に、上記誘電泳動パネル１０の側面に面して開口された注入・排
出口３１（泳動レーン壁延設部４ｃ）が設けられている構成を有している。
【０２２９】
　本実施の形態でも、前記実施の形態６同様、上記各泳動レーン３のレーン幅（隔壁４ａ
・４ａ間の間隔）は約１ｃｍ、レーン長さは約６ｃｍ、泳動レーン壁４の幅は約２ｍｍと
し、上記注入・排出孔５の口径は、幅約２ｍｍ、高さ約４０μｍ（パネル空洞部のギャッ
プと等しい）とした。また、上記注入・排出口３１の長さ（各泳動レーン壁延設部４ｃの
長さ）は、それぞれ約２ｃｍとした。
【０２３０】
　但し、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１６および図１７に示すように
、上記各泳動レーン３の延設方向における上記上側基板２の基板長が、上記各泳動レーン
３の延設方向における上記下側基板１の基板長よりも短くなるように形成されている。こ
のため、本実施の形態では、上記注入・排出孔５の側壁、つまり、上記泳動レーン壁延設
部４ｃ（泳動レーン壁４）が、上記上側基板２端部より外方に突出して設けられた構成を
有している。本実施の形態では、上記各泳動レーン３の延設方向における上記上側基板２
の基板長が、上記各泳動レーン３の延設方向における上記下側基板１の基板長よりも約４
ｍｍ短くなるように形成した。すなわち、本実施の形態では、上記下側基板１が、上記各
泳動レーン３の延設方向各端部において、上記上側基板２よりも各々約２ｍｍずつ突出し
ている構成とした。
【０２３１】
　また、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、図１７に示すように、上記下側基
板１および上側基板２における上記注入・排出口３１の内側端部１ａ・２ａのうち上記内
側端部２ａのみが、角部が面取りされた面取り処理が施されている構成を有している。す
なわち、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、上記下側基板１における上記上側
基板２との対向面および上側基板２における上記下側基板１との対向面のうち、上記上側
基板２における下側基板１との対向面のみが、上記注入・排出口３１形成部分の端辺に面
取り処理が施されている構成を有している。
【０２３２】
　さらに、本実施の形態にかかる誘電泳動パネル１０は、上記注入・排出口３１に、送液
コネクタ１５が接続されている構成を有している。
【０２３３】
　上記送液コネクタ１５は、前記送液チューブ１３同様、シリコン樹脂等の変形可能な材
質により形成されている。上記送液コネクタ１５は、図１７に示すように、上記誘電泳動
パネル１０端部、すなわち、上記下側基板１および上側基板２の端部を挟持することによ
り、上記注入・排出口３１と接続される。
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【０２３４】
　また、上記送液コネクタ１５は、一方の側面に、上記注入・排出口３１（泳動レーン壁
延設部４ｃ）が挿嵌される複数のコの字状の開口部１５ａを有している。各泳動レーン３
は、上記開口部１５ａに上記注入・排出口３１（泳動レーン壁延設部４ｃ）が挿嵌される
ことで、上記送液コネクタ１５内部で構造的に分離されている。
【０２３５】
　また、上記送液コネクタ１５の天壁（上壁）には、上記注入・排出口３１に対応して、
上記開口部１５ａに連通する注入・排出孔１６（注入・排出部、開口部）が設けられてい
る。
【０２３６】
　本実施の形態において、上記注入・排出口３１の内径は約２ｍｍに設定されている。上
記送液コネクタ１５は、上記注入・排出口３１における下側基板１端面１ｂが上記開口部
１５ａの内壁に当接した状態で、上記注入・排出孔１６が、平面視で上記下側基板１並び
に該下側基板１上の泳動レーン壁延設部４ｃが露出している部分（すなわち上記上側基板
２が設けられていない部分）の上方に位置するように形成されている。
【０２３７】
　これにより、本実施の形態によれば、上記注入・排出孔１６に試料を注入することで、
上記注入・排出口３１を介して各泳動レーン３内に試料を注入（送液）することができる
ようになっている。
【０２３８】
　上記送液コネクタ１５は、泳動レーン３の数に応じて適宜設計される。また、上記送液
コネクタ１５は、上記誘電泳動パネル１０に予め固定されていてもよく、上記誘電泳動パ
ネル１０に着脱可能に設けられていてもよい。後者の場合、上記送液コネクタ１５は、同
一設計の誘電泳動パネル１０に対しては使い回しが可能である。
【０２３９】
　すなわち、本実施の形態でも、上記誘電泳動パネル１０は、該誘電泳動パネル１０に試
料を送液（注入）する注入手段として、上記送液コネクタ１５を備えている構成を有して
いてもよいし、上記誘電泳動装置７０あるいは誘電泳動システム８５が、上記誘電泳動パ
ネル１０に試料を送液（注入）する注入手段（注入装置）として、上記送液コネクタ１５
、あるいは、上記送液コネクタ１５を備えた試料注入装置を備えている構成を有していて
も構わない。
【０２４０】
　本実施の形態においても、上記したように試料を泳動レーン３内外に送液するための開
口部（注入・排出口３１）を上記誘電泳動パネル１０側面に設けることにより、上記泳動
レーン３内への不純物の混入を防止し、送液系における不良発生を抑制することが可能で
ある。
【０２４１】
　また、本実施の形態においても泳動レーン壁４のパターンにより上記誘電泳動パネル１
０側面に注入・排出口３１が必然的に形成されることから、注入・排出口３１を形成する
ために別途材料や工程を必要としない。従って、上記の構成によれば、ドリル等で、上記
誘電泳動パネル１０上（例えば上側基板２上）に、開口部（注入・排出孔５）を設ける方
法と比較して上記誘電泳動パネル１０の不良発生率を相対的に抑制することが可能である
。なお、この抑制効果は泳動レーン３の数が多いほど顕著である。よって、上記の構成に
よれば、上記誘電泳動パネル１０にドリル等で注入・排出口を設ける場合と比較して、よ
り効率的に上記誘電泳動パネル１０を形成することができるとともに、使用上の観点から
もより好ましい。
【０２４２】
　なお、本実施の形態では、上記下側基板１が、上記各泳動レーン３の延設方向各端部に
おいて、上記上側基板２よりも各々約２ｍｍずつ突出している構成とし、上記注入・排出
口３１の内径を約２ｍｍとすることで、図１７に示すように、上記下側基板１端面１ｂが
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上記開口部１５ａの内壁に当接した状態において、上記注入・排出孔１６縁部が上記上側
基板２端部並びに上記下側基板１端部に位置する構成とした。しかしながら、本実施の形
態はこれに限定されるものではなく、上記下側基板１端面１ｂが上記開口部１５ａの内壁
に当接した状態において、上記注入・排出孔１６縁部が、何れも上記下側基板１の露出領
域内に位置するように形成されていれば、上記注入・排出孔１６の内径が上記下側基板１
の突出長さと同じである必要はなく、上記注入・排出孔１６の内径が上記下側基板１の突
出長さよりも小さくなるように形成されていても構わない。
【０２４３】
　また、上記注入・排出孔１６の内径並びに上記下側基板１の突出長さも上記長さに限定
されるものではなく、試料の注入・排出を円滑に行うことができるように適宜設定が可能
である。
【０２４４】
　なお、上記誘電泳動パネル１０側面（泳動アレイ断面）に注入・排出口を有する誘電泳
動パネル１０における試料の注入（送液）方法としては、上記方法に限定されるものでは
ない。上記方法は上記誘電泳動パネル１０における試料の注入（送液）方法の一例であり
、上記誘電泳動パネル１０の使用方法、試料（泳動媒体）の種類に応じて様々な形態の注
入（送液）方法が適応可能である。
【０２４５】
　以上のように、本発明によれば、従来よりも観察条件の制限が緩和された誘電泳動チッ
プおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムを提供することができる。本発明にかかる
上記誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムは、例えば、特定細胞の
分離、検出等のバイオ研究用マイクロアレイ等の用途に好適に適用することができる。
【０２４６】
　なお、本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で
種々の変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合
わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０２４７】
　本発明にかかる誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムは、特定細
胞の分離、検出等のバイオ研究用マイクロアレイ等の用途、例えば、生体分子や樹脂ビー
ズ等の誘電性物質を誘電泳動力によって搬送する化学分析システムに好適に使用すること
ができる。これら化学分析システムは、医療分野をはじめとして、食品衛生分野、環境モ
ニタリング等に広く応用が可能であり、血液を分離することで得られる赤血球、白血球、
リンパ球等の血球成分；大腸菌、リステリア菌等の細菌；ＤＮＡ（デオキシリボ核酸：de
oxyribonucleic acid ; deoxyribose nucleic acid）、タンパク質等の生体分子；等の幅
広い範囲の誘電性物質を対象とし、例えば、ＤＮＡ、タンパク質、細胞等の解析（反応・
検出・分離・搬送）；化学合成（マイクロプラント）；等の用途に好適に使用される。本
発明にかかる誘電泳動チップおよび誘電泳動装置並びに誘電泳動システムは、透過光によ
る観察、撮影が可能であることから、特に、蛍光観察やフィルタリングを多用する観察に
非常に有効である。
【図面の簡単な説明】
【０２４８】
【図１】本発明の実施の一形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す斜視図である。
【図２】図１に示す誘電泳動パネルを上側基板側から見た平面図である。
【図３】図２に示す誘電泳動パネルのＡ－Ａ線矢視断面図である。
【図４】図２に示す誘電泳動パネルのＢ－Ｂ線矢視断面図である。
【図５】図１に示す誘電泳動パネルを備えた本実施の形態にかかる誘電泳動システムの概
略構成図である。
【図６】本発明の実施の他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面図である
。
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【図７】図６に示す誘電泳動パネルの一泳動レーンにおける観察領域近傍の概略構成を一
部破断にて示す平面図である。
【図８】図６に示す誘電泳動パネルのＤ－Ｄ線矢視断面図である。
【図９】本発明の実施の他の形態にかかる他の誘電泳動パネルの概略構成を示す断面図で
ある。
【図１０】本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面
図である。
【図１１】本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面
図である。
【図１２】（ａ）は、本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成
を示す平面図であり、（ｂ）～（ｅ）は、（ａ）に示す誘電泳動パネルの各泳動レーンに
おける泳動電極の形状を模式的に示す平面図である。
【図１３】本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面
図である。
【図１４】本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面
図である。
【図１５】図１４に示す誘電泳動パネルのＥ－Ｅ線矢視断面分解図である。
【図１６】本発明の実施のさらに他の形態にかかる誘電泳動パネルの概略構成を示す平面
図である。
【図１７】図１６に示す誘電泳動パネルのＦ－Ｆ線矢視断面図である。
【図１８】誘電泳動現象を利用した従来の粒子搬送装置の概略構成を示す斜視図である。
【図１９】（ａ）は、櫛型電極を使用して細胞を分離する従来の誘電泳動装置の概略構成
を示す側面図であり、（ｂ）は、（ａ）に示す誘電泳動装置における要部の構成を示す平
面図である。
【図２０】櫛形電極を使用して細胞を搬送する技術を説明する図である。
【符号の説明】
【０２４９】
　１　　　下側基板（基板）
　２　　　上側基板（基板）
　３　　　泳動レーン
　４　　　泳動レーン壁
　４ａ　　隔壁
　４ｂ　　開口部
　４ｃ　　泳動レーン壁延設部
　５　　　注入・排出孔（注入口）
　６　　　泳動電極アレイ（電極列）
　６ａ　　泳動電極（電極）
　６ａ１ 　透明電極
　６ａ２ 　金属電極
　６ｂ　　実装・接続部
　７　　　下面保護膜（保護膜）
　８　　　上面保護膜（保護膜）
　９　　　観察領域
１０　　　誘電泳動パネル（誘電泳動チップ）
１７　　　ＦＰＣ
２１　　　泳動レーン壁
２２　　　間隙部
３１　　　注入・排出口（注入口）
５０　　　制御基板（制御部）
６０　　　ＤＣ電源
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６１　　　ＡＣ－ＤＣコンバータ
７０　　　誘電泳動装置
８０　　　撮像系
８５　　　誘電泳動システム
Ｐ１　　　電極部
Ｐ２　　　電極部
Ｐ３　　　電極部
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